
バ
ブ
ル
期
に
お
け
る
金
融
機
関
経
営
の
変
容

井

上

裕

は
じ
め
に

パ
プ
ル

い
わ
ゆ
る
「
バ
ブ
ル
の
形
成
と
崩
壊
」
は
戦
後
の
わ
が
国
経
済
史
上
の
特
異
な
現
象
だ
が
、
そ
れ
は
一
抹
の
「
泡
」
と
し
て
の
み

位
置
づ
け
ら
れ
な
い
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
た
と
え
ば
、
バ
ブ
ル
最
盛
期
か
ら
数
年
を
経
た
本
年
の
経
済
白
書
の
サ
ブ
タ
イ
ト
ル
は

「
バ
ブ
ル
の
教
訓
と
新
た
な
発
展
」
で
あ
り
、
全
四
章
の
う
ち
第
二
章
が
「
バ
ブ
ル
の
発
生
・
崩
壊
と
日
本
経
済
」
と
し
て
主
要
部

分
に
あ
て
ら
れ
て
い
る
。
白
書
自
身
の
指
摘
す
る
よ
九
口
、

「
中
期
的
な
観
点
か
ら
、
バ
ブ
ル
の
発
生
と
崩
壊
の
プ
ロ
セ
ス
や
そ
の

経
済
的
諸
影
響
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
は
、
歴
史
的
な
バ
ブ
ル
を
身
近
に
経
験
し
て
き
た
我
々
に
課
せ
ら
れ
た
大
き
な
責
務
」
と
も

い
え
よ
う
。

い
う
ま
で
も
な
く
、

「
バ
ブ
ル
形
成
と
崩
壊
の
過
程
」
と
は
、

一
九
八

0
年
代
半
ば
頃
か
ら
九

0
年
代
初
め
頃
に
か
け
て
の
、
土

地
・
株
式
を
中
心
と
す
る
既
存
資
産
価
格
の
急
騰
・
取
引
活
発
化
と
、
そ
れ
以
降
の
反
落
・
停
滞
の
過
程
で
あ
る
。
こ
の
バ
ブ
ル
現

象
を
め
ぐ
る
主
要
な
問
題
点
と
し
て
は
、
①
資
産
効
果
・
逆
資
産
効
果
等
を
通
じ
る
景
気
変
動
パ
タ
ー
ン
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト
（
そ
の

「
負
の
側
面
」
が
今
日
顕
在
化
）
、
②
こ
の
間
に
形
成
さ
れ
た
各
経
済
主
体
の
マ
イ
ン
ド
と
ピ
へ
イ
ピ
ア
の
日
本
経
済
に
及
ぼ
す
中
長

期
的
な
影
響
、
③
財
政
・
一
金
融
政
策
の
バ
ブ
ル
形
成
に
果
し
た
役
割
、
④
バ
ブ
ル
形
成
・
増
殖
期
に
広
が
っ
た
各
部
門
・
各
階
層
間

7 
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の
「
資
産
格
差
」
の
も
た
ら
し
た
社
会
的
安
定
性
へ
の
作
用
等
々
、
き
わ
め
て
広
汎
で
あ
る
。

8 

な
か
で
も
、
金
融
機
関
経
営
と
の
関
連
は
、
バ
ブ
ル
を
め
ぐ
る
ク
リ
テ
ィ
カ
ル
な
問
題
と
し
て
注
目
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
。
す
な

わ
ち
、
バ
ブ
ル
増
殖
期
に
お
け
る
金
融
機
関
の
ア
グ
レ
y

シ
プ
な
資
金
運
用
行
動
、
そ
の
結
果
も
た
ら
さ
れ
た
価
格
変
動
リ
ス
ク
や

信
用
リ
ス
ク
な
ど
の
顕
在
化
、
そ
れ
ら
の
病
理
現
象
と
し
て
の
「
不
祥
事
件
」
の
続
出
、
ひ
い
て
は
信
用
秩
序
維
持
に
関
し
て
の
不

「
反
動
」
と
し
て
の
バ
ブ
ル
崩
壊
後
の
銀
行
経
営
行
動
と
く
に
与
信
行
動
の
シ
ュ
リ
ン
ク
の
実
体
経
済
へ
の
影

安
定
要
因
の
増
大
、

響
な
ど
枚
挙
に
い
と
ま
が
な
い
。

本
稿
は
、
本
学
社
会
科
学
研
究
所
金
融
グ
ル
ー
プ
の
共
同
研
究
「
バ
ブ
ル
経
済
の
崩
壊
と
再
編
成
」
の
一
環
を
な
す
も
の
だ
が
、

上
の
よ
う
な
問
題
意
識
を
ふ
ま
え
、
「
バ
ブ
ル
期
に
お
け
る
金
融
機
関
経
営
の
変
容
」
の
実
情
把
握
に
焦
点
を
あ
て
、
こ
れ
か
ら
若

干
の
問
題
点
・
今
後
の
方
向
な
ど
を
摘
出
す
る
こ
と
を
意
図
し
て
い
る
。
な
お
念
の
た
め
、
本
稿
で
の
「
バ
ブ
ル
期
」
と
は
バ
ブ
ル

の
形
成
・
増
殖
・
崩
壊
か
ら
最
近
時
に
至
る
一
連
の
過
程
全
体
を
指
し
て
い
る
。

以
下
、
こ
で
は
、
今
回
の
パ
ブ
ル
過
程
を
簡
単
に
サ
ー
ベ
イ
す
る
。
三
で
は
、
主
に
国
民
経
済
計
算
上
の
マ
ク
ロ
デ
ー
タ
に
依
拠

し
、
こ
の
時
期
の
金
融
機
関
に
お
け
る
バ
ブ
ル
の
位
置
把
握
を
行
う
。

く
、
保
険
会
社
、
証
券
会
社
等
を
含
め
た
制
度
部
門
別
の
「
民
間
金
融
機
関
」
が
観
察
の
主
対
象
と
し
て
と
り
あ
げ
ら
れ
る
。
以
降

こ
こ
で
の
「
金
融
機
関
」
は
広
義
の
「
銀
行
」
だ
け
で
な

の
分
析
は
、
デ
ー
タ
の
制
約
等
も
あ
っ
て
、
民
間
金
融
機
関
の
主
体
を
な
す
「
全
国
銀
行
」
を
中
心
と
す
る
。
い
う
ま
で
も
な
く
、

銀
行
の
「
経
営
」
状
況
の
総
括
的
な
検
討
の
視
角
は
、
資
金
調
達
面
、
資
金
運
用
面
、
こ
れ
ら
を
反
映
し
た
収
益
面
の
三
つ
に
集
約

さ
れ
る
。
こ
の
基
本
的
な
視
角
に
即
し
、
四
で
は
バ
ブ
ル
形
成
・
増
殖
・
崩
壊
の
過
程
を
通
じ
て
の
銀
行
の
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
構
造

の
全
般
的
な
様
相
変
化
を
調
達
サ
イ
ド
か
ら
と
ら
え
、
ま
た
、
そ
の
な
か
で
の
預
金
、

期
間
ミ
ス
マ
ッ
チ
に
着
目
す
る
。
五
で
は
、
同
様
に
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
構
造
の
変
化
を
運
用
サ
イ
ド
か
ら
と
ら
え
、
な
か
で
も
、
信

エ
ク
イ
テ
ィ
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
、
運
用
面
と
の



用
リ
ス
ク
問
題
等
に
密
接
に
関
連
す
る
融
資
構
造
変
容
の
状
況
を
い
く
つ
か
の
角
度
か
ら
検
討
す
る
。
六
で
は
、
右
の
資
金
調
達
・

運
用
構
造
変
化
の
投
影
と
し
て
の
銀
行
の
損
益
構
造
が
分
析
の
対
象
と
な
り
、
こ
と
に
有
価
証
券
投
資
関
係
損
益
の
変
転
、
信
用
リ

ス
ク
の
収
益
面
に
及
ぼ
す
影
響
な
ど
が
焦
点
と
な
る
。
七
は
結
論
的
な
部
分
で
あ
り
、
こ
れ
ま
で
の
検
討
を
ふ
ま
え
た
論
点
の
指
摘

と
、
金
融
機
関
の
「
企
業
体
」
と
し
て
の
側
面
、
そ
の
本
来
的
な
「
機
能
」
の
側
面
の
二
つ
か
ら
み
た
問
題
点
の
整
理
が
な
さ
れ

る。

バ
ブ
ル
形
成
・
増
殖
・
崩
壊
過
程
の
サ
ー
ベ
イ

ま
ず
、
本
論
へ
の
導
入
部
分
と
し
て
、
今
回
の
一
連
の
バ
ブ
ル
過
程
の
展
開
に
つ
い
て
筒
記
し
て
お
く
。

一
般
的
に
、
バ
ブ
ル
現

バブル期における金融機関経営の変容

象
と
は
土
地
・
株
式
を
中
心
と
す
る
既
存
資
産
価
格
の
急
騰
と
反
落
を
意
味
し
、
そ
の
価
格
変
動
が
経
済
の
基
礎
的
諸
条
件
｜
｜
フ

ァ
ン
ダ
メ
ン
タ
ル
ズ
か
ら
大
幅
に
一
布
離
し
て
生
じ
て
い
る
こ
と
を
指
し
て
い
る
。

今
回
、
一
般
物
価
の
安
定
と
対
照
的
に
発
生
し
た
八

0
年
代
後
半
を
中
心
と
す
る
地
価
・
株
価
な
ど
の
急
上
昇
、
そ
の
後
の
九
O

年
な
い
し
九
一
年
頃
か
ら
の
急
反
落
は
ま
さ
に
こ
の
バ
ブ
ル
現
象
に
ほ
か
な
ら
な
い
。
そ
れ
ぞ
れ
の
価
格
推
移
を
記
す
と
、
地
価
に

つ
い
て
は
、
国
土
庁
公
示
ベ
I
ス
で
、

%
、
八
五
年
二
・
O
%
、

た
と
え
ば
、
東
京
・
大
阪
・
名
古
屋
の
三
大
都
市
圏
住
宅
地
平
均
上
昇
率
で
八
四
年
二
・
六

八
六
年
二
・
七
%
の
比
較
的
安
定
し
た
足
ど
り
か
ら
、

九
O
年
二
二
・
O
%
の
高
騰
が
生
じ
、

八
八
年
四
六
・
六
%
、

八

八
七
年
一
一
一
了
七
%
、

九
二
年
マ
イ
ナ
ス
一
二
・
五

九
年
一
一
・
O
%
、

%
、
九
三
年
同
一
四
・
五
%
と
反
転
低
落
す
る
。
株
価
に
つ
い
て
は
、

七
%
増
〉
、
八
五
年
末
二
二
、

こ
の
後
、

九
一
年
八
・
O
%
と
鈍
化
、

日
経
平
均
で
八
四
年
末
一
一
、

五
四
三
円
（
前
年
比
二
ハ
・

七
O
一
円
（
四
二
・
六
%
増
）
、

八
七
年
末
二
一
、

一
一
一
一
一
円
（
二
ニ
・
六
%
増
〉
、

八
六
年
末
一
八
、

一
五
九
円
（
三
九
・
九
%
増
〉
、

八
九
年
末
三
八
、
九
一
六
円
（
二
九
・
O
%

9 

五
六
四
円
（
一
五
・
三
%
増
）
、

八
八
年
末
三
O
、



増
）
の
あ
と
反
落
に
転
じ
、
九
O
年
末
二
三
、

八
四
九
円
（
三
八
・
七
%
減
）
、
九
一
年
末
二
二
、
九
八
四
円
（
一
了
七
%
減
）
、
九

10 

二
年
末
二
ハ
、
九
二
五
円
（
二
六
・
四
%
減
〉
と
い
う
推
移
で
あ
る
。

が
、
そ
れ
を
バ
ブ
ル
期
の
日
本
経
済
の
マ
ク
ロ
的
規
模
で
把
握
し
た
も
の
と
し
て
、

い
う
ま
で
も
な
く
、
資
産
価
格
の
顕
著
な
変
動
は
当
該
資
産
に
関
わ
る
膨
大
な
キ
ャ
ピ
タ
ル
ゲ
イ
ン
・
ロ
ス
の
発
生
に
つ
な
が
る

円

5
V

つ
ぎ
の
叙
述
が
あ
る
。
す
な
わ
ち
、

「
資
産
イ

ン
フ
レ
が
急
速
に
進
ん
だ
八
七
年
に
は
、
土
地
・
株
式
合
計
で
四
八
九
兆
円
、
名
目
G
N
P
を
四
O
%
も
上
回
る
ほ
ど
の
巨
額
の
キ

ャ
ピ
タ
ル
ゲ
イ
ン
が
記
録
さ
れ
た
。
九
O
年
以
降
は
逆
に
巨
額
の
キ
ャ
ピ
タ
ル
ロ
ス
が
発
生
し
て
お
り
、
そ
の
規
模
は
九
一
年
に
は

二
O
七
兆
円
（
G
N
P
の
四
六
%
）
、

九
二
年
（
推
定
〉
も
四
O
三
兆
円
（
同
八
八
%
）
と
な
っ
て
い
る
。
：
：
：
株
価
・
地
価
の
上

昇
・
下
落
が
国
民
経
済
的
規
模
で
進
行
し
た
と
い
う
点
で
は
、
今
回
の
資
産
イ
ン
フ
レ
、
デ
フ
レ
は
戦
後
の
経
済
史
に
お
い
て
初
め

て
経
験
す
る
こ
と
で
あ
っ
た
」
。

第
一
に
、

さ
て
、
こ
の
よ
う
な
地
価
・
株
価
の
急
騰
と
反
落
を
も
た
ら
し
た
要
因
は
つ
ぎ
の
よ
う
で
あ
ろ
う
。

円

6
）

八
O
年
夏
以
降
の
異
例
長
期
の
金
融
緩
和
の
持
続
。
な
か
で
も
、
八
七
年
二
月
の
ル
ー
ブ
ル
合
意
に
よ
る
低
金
利
政
策

の
推
進
、
周
年
十
月
の
。
フ
ラ
ッ
ク
マ
ン
デ
l
対
処
の
主
要
国
協
調
の
金
融
緩
和
措
置
な
ど
の
金
融
政
策
要
因
が
留
意
さ
れ
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
第
二
は
、
金
融
自
由
化
の
本
格
展
開
の
も
と
で
の
金
融
機
関
の
積
極
的
な
資
金
運
用
行
動
。
こ
の
点
は
本
稿
の
主
題
自

体
に
関
わ
り
、
後
に
詳
記
す
る
が
、
こ
れ
が
土
地
・
株
式
投
資
資
金
の
ア
ベ
イ
ラ
ビ
リ
テ
ィ
増
加
を
通
じ
て
、
地
価
・
株
価
の
上
昇

に
作
用
し
た
こ
と
は
無
視
で
き
な
い
。
第
三
に
、
大
企
業
や
個
人
高
所
得
・
高
資
産
層
を
中
心
と
す
る
非
金
融
部
門
の
資
産
収
益
率

へ
の
反
応
の
敏
感
化
。
第
四
に
、
都
市
域
を
始
発
点
と
し
、
漸
次
、
周
辺
に
波
及
し
た
土
地
需
給
の
ひ
っ
迫
。
そ
の
背
景
に
は
、
情

報
化
・
サ
ー
ビ
ス
化
・
国
際
化
等
に
伴
う
大
都
市
で
の
オ
フ
ィ
ス
需
要
の
増
大
、
そ
れ
ら
に
起
因
す
る
地
価
上
昇
の
地
域
的
に
は
東

京
都
心
↓
東
京
圏
↓
他
の
大
都
市
圏
↓
周
辺
地
方
圏
、
用
途
的
に
は
商
業
地
↓
住
宅
地
と
い
う
連
鎖
的
な
披
及
が
あ
る
。
ま
た
、
こ



の
地
価
上
昇
は
、
企
業
や
土
地
保
有
の
個
人
資
産
家
の
資
金
調
達
・
運
用
能
力
増
大
等
を
通
じ
て
株
価
上
昇
に
も
結
び
つ
い
て
い
っ

？こ
以
上
の
諸
要
因
の
複
合
的
な
作
用
の
も
と
で
、
各
経
済
主
体
の
資
産
価
格
に
関
す
る
累
積
的
な
先
高
観
の
「
期
待
」
が
形
成
さ

れ
、
そ
れ
が
自
己
増
殖
的
な
バ
ブ
ル
形
成
を
も
た
ら
す
。
だ
が
、
バ
ブ
ル
は
「
破
裂
」
せ
ざ
る
を
得
な
い
。
パ
ブ
ル
の
増
殖
そ
れ
自

体
が
反
落
へ
の
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
を
内
部
的
に
膨
張
さ
せ
て
い
た
と
こ
ろ
に
、

八
九
年
五
月
か
ら
九
一
年
七
月
に
か
け
て
の
「
予
防

的
」
金
融
引
き
締
め
へ
の
転
化
が
資
産
価
格
上
昇
期
待
の
自
己
実
現
的
な
収
縮
に
つ
な
が
り
、
と
く
に
地
価
に
関
し
て
は
、
税
制
面

の
見
直
し
ゃ
九

O
年
四
月

t
九
一
年
十
二
月
の
土
地
関
連
融
資
の
「
総
量
規
制
」
も
加
わ
り
、
こ
の
よ
う
に
し
て
、
九

0
年
代
初
め

頃
以
降
、
バ
ブ
ル
は
崩
壊
に
転
じ
る
こ
と
と
な
る
。
な
お
、
こ
の
間
、
バ
ブ
ル
と
景
気
実
体
と
の
関
連
に
も
着
目
の
要
が
あ
る
。
八

六
年
十
一
月
か
ら
九
一
年
四
月
ま
で
の
長
期
・
大
型
景
気
は
バ
ブ
ル
増
大
下
の
資
産
効
果
等
を
通
じ
る
各
主
体
の
積
極
的
行
動
に
支

バフール期における金融機関経営の変容

え
ら
れ
た
一
面
が
あ
り
、
逆
に
大
型
景
気
そ
れ
自
体
が
地
価
・
株
価
等
の
持
続
的
上
昇
期
待
を
増
幅
さ
せ
た
と
み
ら
れ
る
が
、
そ
の

「
リ
バ
ー
ス
・
サ
イ
ド
」

へ
の
転
化
が
現
在
の
局
面
と
位
置
づ
け
ら
れ
よ
う
。

金
融
機
関
に
お
け
る
「
バ
ブ
ル
」

の
位
置

以
上
の
導
入
的
な
ザ
l
ベ
イ
を
受
け
、
こ
こ
で
は
主
に
国
民
経
済
計
算
上
の
マ
ク
ロ
デ
ー
タ
に
依
っ
て
、
金
融
機
間
に
あ
っ
て
の

「
バ
ブ
ル
」
の
位
置
づ
け
を
概
観
す
る
。

ま
ず
、
金
融
機
関
に
お
け
る
土
地
・
株
式
取
引
の
様
子
を
み
る
（
表
1
）。

こ
こ
で
、

金
融
機
関
の
マ
グ
ロ
的
な
実
物
・
金
融
取

引
（
フ
ロ
I
）
に
つ
き
、

つ
ぎ
の
諸
点
が
特
徴
的
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
①
当
然
の
こ
と
な
が
ら
、
金
融
取
引
の
大
き
さ
が
圧
倒
的

だ
が
、
そ
の
な
か
で
の
株
式
運
用
比
率
ハ
表
の

C
／
E
及
び

C
／
G
〉
が
八

0
年
代
こ
と
に
八
七
i
八
九
年
に
著
増
の
後
に
急
落
、

11 



金融機関の土地・株式取引の推移（フロー）

αo億円，%）

同副 85 I 86 1 87 I 88 I 89 I 90 1 

:1：~：完：I 2.~~;J ；司札1：：~J 企2，！~

：~詰｜到；：；：：，~
: I !:~ :J 5~:: 

91 

一
A/B 5.6 48.7 一諸
C/E 2.1 5.9 9.6 14.2 13.4 16.3 6.0 1. 4 

上b
H/G 2.3 6.1 9.9 14.6 13.8 17.1 6.7 2.3 

A/G 0.2 0.2 0.2 0.2 0.3 0.3 0.6 0.8 

率
C/G 2.1 5.9 9.7 14.5 13.6 16.8 6.2 1. 5 

D/E 0.2 0.4 0.2 1. 4 2.2 3.2 1. 8 0.2 

表 1

資料：経済企画庁「国民経済計算年報」により作成

（注〉 1. 総蓄積＝総固定資本形成＋土地純購入＋貯蓄投資差額

＝貯蓄＋固定資本減耗＝総資本調達

金融取引計＝金融資産純増＝負債の純増および資金過不足

②
株
式
に
よ
る
調
達
比
率
（
D
／
E
）
も
数
値

12 

自
体
は
や
や
低
位
な
が
ら
も
、
右
と
同
様
の
動

き
、
③
他
方
、
土
地
純
購
入
比
率
（
A
／
G
〉

は
あ
ま
り
目
立
っ
た
動
き
を
み
せ
て
い
な
い

が
、
そ
れ
で
も
、
八

0
年
代
末
期
か
ら
九

O
年

代
初
に
か
け
て
低
水
準
と
は
い
え
、
若
干
の
上

昇
傾
向
を
示
し
て
い
る
こ
と
も
無
視
で
き
な

ぃ
。
こ
こ
で
着
目
さ
れ
る
こ
と
は
、
バ
ブ
ル
期

に
お
い
て
、
金
融
機
関
が
既
存
資
産
取
引
資
金

に
関
わ
る
「
仲
介
」
な
い
し
「
信
用
創
造
」
を

担
当
し
た
に
と
ど
ま
ら
ず
、
白
か
ら
も
資
産
取

引
と
り
わ
け
株
式
運
用
拡
大
の
「
主
体
」
で
あ

っ
た
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

右
の
フ
ロ

l
面
に
引
き
続
き
、

ス
ト
ッ
ク
面

で
の
状
況
を
み
る
と
、
金
融
機
関
で
の
「
バ
ブ

2. 

ル
」
の
位
置
が
い
っ
そ
う
鮮
明
に
浮
き
彫
り
に

さ
れ
る
。
グ
ラ
フ
に
み
る
よ
う
に
（
図
1
）、

資
産
全
体
に
占
め
る
土
地
資
産
の
割
合
は
八

O
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図1 金融機関の株式・土地運用とキャピタル・ゲイン

①対期末資産比率

／．．ヘ
－－発行株式／期末負債、.......岬

p・・・／ 及びヨE味資産

土地
一.......・・ j 

②キャピタルゲ、イン率

1981年 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 

資料：経済企画庁「国民経済計算年報」により作成

（注〉 1. 期末資産は実物資産，金融資産の計

2. キャピタルゲイン率＝当該資産の調整勘定／前年末の

当該資産残高
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年
代
前
半
の
二
%
弱
か
ら
ピ
l
ク
時
九
O
年
に
は
四
・
二
%
に
達
し
、
株
式
資
産
は
六

t
八
%
か
ら
顕
著
な
拡
大
に
向
か
っ
て
ピ
l

グ
時
八
九
年
に
一
八
%
強
と
な
っ
た
後
、
め
だ
っ
た
低
下
に
変
転
す
る
。
こ
れ
と
表
裏
を
な
し
て
、
調
達
サ
イ
ド
で
も
、
発
行
株
式

の
比
重
は
八

0
年
代
前
半
の
三

t
五
%
か
ら
八
八

t
八
九
年
に
は
一
一
%
弱
へ
と
急
増
し
た
。
さ
ら
に
目
に
つ
く
の
は
、
こ
れ
ら
資

〔

8
）

産
運
用
に
伴
う
キ
ャ
ピ
タ
ル
ゲ
イ
ン
の
状
況
で
あ
る
。
同
じ
図
の
下
部
に
明
ら
か
な
よ
う
に
、
金
融
機
関
自
身
の
土
地
に
つ
い
て
の

14 

キ
ャ
ピ
タ
ル
ゲ
イ
ン
率
は
八

0
年
代
後
半
か
ら
九

0
年
代
初
の
聞
に
増
加
し
、
ピ
l
グ
時
八
七
年
に
は
七
O
%
に
も
及
び
、
以
降
、

減
衰
し
て
九
一
年
に
は
マ
イ
ナ
ス
九
%
と
な
る
。
株
式
に
関
わ
る
キ
ャ
ピ
タ
ル
ゲ
イ
ン
率
の
足
跡
も
ほ
ぼ
同
様
で
、

%
、
八
八
年
三
四
%
と
い
う
高
水
準
の
あ
と
、
九
O
年
に
は
一
転
し
て
マ
イ
ナ
ス
三
九
%
へ
と
崩
落
し
た
。

こ
れ
ら
の
結
果
、
図
に
は
示
さ
れ
て
い
な
い
が
、
金
融
機
関
の
土
地
・
株
式
合
わ
せ
て
の
キ
ャ
ピ
タ
ル
ゲ
イ
ン
率
の
推
移
を
示
す

八
六
年
四

と
、
八
一
年
九
・
七
%
、

八
二
年
二
・
五
%
、

八
三
年
一
六
・
六
%
、

八
四
年
一
八
・
三
%
、

八
五
年
一
五
・
七
%
、
そ
し
て
八
六

年
ピ
l
グ
の
四
五
・
二
%
、

八
七
年
一
七
・
五
%
、

八
八
年
二
八
・
三
%
、

八
九
年
一
六
・
O
%
と
高
位
持
続
を
経
て
、
バ
ブ
ル
崩

壌
に
つ
れ
、
九
O
年
マ
イ
ナ
ス
二
九
・
五
%
、
九
一
年
同
三
・
五
%
と
反
転
し
た
。

以
上
の
制
度
部
門
別
の
マ
ク
ロ
的
な
「
金
融
機
関
」
を
、
同
じ
く
国
民
経
済
計
算
ベ

l
ス
で
若
干
ブ
レ
ー
ク
ダ
ウ
ン
し
て
観
察
し

て
み
よ
う
。
そ
の
第
一
の
観
察
は
、
「
民
間
金
融
機
関
」
の
資
金
調
達
・
運
用
構
造
の
変
化
に
つ
い
て
で
あ
る
（
表
2
）
。
こ
こ
で
み

ま
ず
、
調
達
（
負
債
）
面
で
は
、
①
バ
ブ
ル
形
成
・
増
殖
期
で
の
預
金
の
趨
勢
的
低
落
、
そ
れ
に
代
位
す
る
発
行

株
式
の
拡
大
と
対
外
債
務
の
漸
増
、
②
バ
ブ
ル
崩
壊
後
に
は
こ
の
反
面
と
し
て
の
預
金
の
漸
増
、
株
式
の
ウ
エ
イ
ト
ダ
ウ
ン
、
対
外

債
務
の
高
位
持
続
な
ど
が
特
徴
的
で
あ
る
。
他
方
、
運
用
（
資
産
）
面
で
は
、
①
バ
ブ
ル
形
成
・
増
殖
期
に
お
け
る
貸
出
金
の
相
対

ら
れ
る
よ
う
に
、

的
後
退
、
株
式
運
用
の
増
幅
、
対
外
証
券
投
資
及
び
そ
の
他
対
外
債
権
の
漸
増
、
②
バ
ブ
ル
崩
壊
後
に
は
こ
の
リ
バ
ー
ス
サ
イ
ド
の

動
き
と
し
て
、
貸
出
金
の
復
位
、
株
式
運
用
の
減
退
が
あ
り
、
対
外
運
用
は
持
続
的
な
漸
増
基
調
、
③
こ
れ
ら
の
当
然
の
結
果
と



調

達

債負

A 
口

運

用

安

産

表2 民間金融機関の資金調達・運用構造 （%〉

理子js6/s1/ss ／四 I90 I 91 I 92 
預 金 58.5 55.3 50.0 48.9 47.4 48.3 51. 5 54.8 

長 期 債 券 9.0 8.9 9.2 9. 7 9.5 9.4 9.5 10.0 

金 融 債 6.2 6.0 5.4 5.0 4.7 4.7 5.2 6.0 

投信受益証券 2.8 2.8 3.8 4.4 4.4 4.2 3.9 3.6 

株式 8.6 9. 7 15.0 15.0 13.5 10.8 9.6 7.0 

その他対外 債務 5.2 5.8 6.7 8.0 8.5 9.4 9.0 8.0 

計／ 100. o/ 100. 0/ 1叫 10両州州…Tioo.o

長 期 債 券 18.3 17.3 16.5 15.4 14.2 13.0 12.7 13.1 

国 債 8.2 8.0 7.6 7.1 6.5 5.7 5.5 5.4 

金 融 債 2.5 2.5 2.5 2.5 2.5 2.6 2.6 2.8 

事 業 債 1. 4 1. 6 1. 6 2.5 2.2 1. 9 1. 8 1. 9 

投信受益証券 0.3 0.3 0.5 0.6 0.6 0.7 0.6 0.5 

株 式 凶 12.0 14.2 18.5 20.4 22.0 19.3 17.1 12.8 

C p 0.2 0.6 0.8 0.6 0.4 

市中貸出金 （到 56.8 53.9 49.6 48.0 46.4 48.4 51. 4 55.1 

直 接 投 資 0.1 0.2 0.2 0.2 0.3 0.4 0.5 0.5 

借 款 1. 3 1. 4 1. 3 1. 3 1. 3 1. 3 1. 4 1. 4 

対外証券投資 2.3 3.1 3.9 3.8 4.0 4.8 4.9 5.3 

その他対外債権 3.1 3.5 3.9 5.5 6.2 6.9 6.9 6.7 

A/B 

「合計」の実額（兆円〉 2\!I ペペペオ切っ2~；！6 735 892 1, 02 1, 16 1, 2 1, 2 l, 253 

資料：経済企画庁「国民経済計算年報」により作成

〈注〉 1. 民間金融機関は，全国銀行，中小企業金融機関，農林水産金融機関，

在日外銀，保険，信託，証券，その他の計

2. 各年3月末現在

3. 「合計」は上掲以外の項目を含む

4. 「預金」には譲渡性預金，信託を含む
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バブル発生・増殖期の業態別資金運用構造

(85/3～90/3 限界ベース〉

表3

(%) 

券

長期債券 7.6 8.0 9.4 4.8 5. 7 

国 債 3.0 4.4 2.7 .. 1. 6 2.5 

金 融 債 2.7 1. 4 4.0 4.9 0.7 

事 業 債 2.3 1. 0 1. 6 4.6 2.2 

投資信託 1.1 0.8 1. 0 一 0.5 

株 式 26.6 9.2 38.7 62.3 22.4 

市中貸出金 40.0 52.6 20.2 7.0 41.0 

対外運用 20.1 24.2 15.8 9.0 

証券投資 7.4 3.4 15.8 9.0 

｜露間金自画扇］保

｜－… I 11.5] 

資料：経済企画庁「国民経済計算年報」により作成

（注〉 1. 運用（金融資産〉計を 100とする比率

2. 対外運用は，直接投資，借款，対外証券投資，その他対外債権の計

54.5 893.5 191. 5 株式／貸出金

し
て
、
株
式
運
用
／
貸
出
金
比
率
（
表
の

A
／

B
）
は
八
九
年

16 

の
バ
ブ
ル
最
盛
期
ま
で
に
顕
著
に
上
昇
、
九

O
年
以
降
の
崩
壊

期
に
は
顕
著
に
低
落
、
な
ど
が
目
に
つ
く
。
さ
し
あ
た
り
、
以

上
の
分
析
に
よ
り
、
パ
ブ
ル
期
の
民
間
金
融
機
関
の
経
営
変
容

は
、
こ
と
に
資
金
運
用
面
で
い
ち
じ
る
し
い
こ
と
、
が
判
明
す

ヲ。。
さ
ら
に
、
第
二
の
観
察
と
し
て
、
こ
の
「
民
間
金
融
機
関
」

を
全
国
銀
行
、
保
険
会
社
、
信
託
、
証
券
会
社
の
主
要
区
分
に

そ
れ
ぞ
れ
の
動
き
を
対
比
し
て
み
る
（
表
3
）。

ト

J
h
hソ、

と
く

に
、
バ
ブ
ル
が
発
生
し
、
拡
大
し
た
八

0
年
代
後
半
期
の
資
金

運
用
構
造
に
視
点
を
集
中
し
た
こ
の
表
に
よ
る
と
、
そ
れ
ぞ
れ

の
業
態
の
特
色
が
か
な
り
鮮
明
に
浮
か
び
あ
が
る
。

す
な
わ

ち
、
①
株
式
運
用
に
つ
い
て
は
機
関
投
資
家
と
し
て
の
保
険
会

社
と
信
託
の
突
出
が
め
だ
ち
、
②
対
外
運
用
面
で
は
海
外
拠
点

の
拡
大
を
展
開
し
た
全
国
銀
行
（
都
銀
・
長
信
銀
主
体
）
、

券
投
資
に
傾
斜
し
た
保
険
会
社
（
生
保
中
心
〉
が
顕
著
、
③
株

式
／
貸
出
金
の
相
対
運
用
比
率
で
は
保
険
会
社
と
信
託
が
高 証

位
、
な
ど
が
そ
れ
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
う
ち
、
と
り
わ
け
、
バ



図2 株式運用への傾斜と低落

計A日産資融金／
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資料：経済企画庁「国民経済計算年報」により作成

（注〉 1. 各業態につき， 85/3,90/3, 92/3末の 3時点比較

2. 85/3・H ・－・バブル形成初期

90/3……バブル最盛期ないし末期

92/3……バブル崩壊後として3時点を比較した
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ブ
ル
増
大
期
の
特
徴
を
端
的
に
あ
ら
わ
す
株
式
運
用
の
状
況
を
図
示
し
て
み
る
（
図
2
Y
こ
こ
で
、

便
宜
上
、

八
五
年
三
月
期
を

18 

バ
ブ
ル
形
成
初
期
、
九

O
年
三
月
期
を
バ
ブ
ル
最
盛
期
な
い
し
末
期
、
九
二
年
三
月
期
を
バ
ブ
ル
崩
壊
後
と
し
て
の
三
時
点
を
比
較

し
た
が
、
株
式
／
金
融
資
産
合
計
、
株
式
／
貸
出
金
の
値
の
各
業
態
に
お
け
る
推
移
は
、
そ
の
ま
ま
今
回
の
一
連
の
バ
ブ
ル
過
程
で

の
そ
れ
ぞ
れ
の
位
置
づ
け
を
は
っ
き
り
と
物
語
っ
て
い
る
。
な
か
で
、
証
券
会
社
に
お
け
る
株
式
投
資
比
重
の
最
近
の
上
昇
は
、
む

し
ろ
バ
ブ
ル
崩
壊
後
の
「
意
図
せ
ざ
る
在
庫
増
」
を
示
陵
し
て
い
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。

四

資
金
調
達
面

ハ
ラ
ン
ス
シ
l
ト
構
造

「
金
融
機
関
」
の
範
囲
を
や
や
広
く
と
ら
え
て
き
た
が
、
以
降
、
主
に
民
間
金
融
機
関
の
う
ち
の
全
国
銀
行
を
と
り
あ

ハ
9
〉

げ
、
パ
ブ
ル
期
に
お
け
る
経
営
変
化
の
様
相
を
資
金
調
達
面
、
資
金
運
用
面
、
損
益
面
の
三
つ
の
角
度
か
ら
検
討
す
る
。

最
初
に
、
調
達
面
の
概
括
的
な
把
握
と
し
て
、
銀
行
の
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
に
お
け
る
負
債
・
資
本
構
造
の
推
移
を
み
る
と
表
の
よ

上
で
は
、

う
で
あ
る
（
表
4
）。

み
ら
れ
る
よ
う
に
、

全
国
銀
行
合
計
、
都
市
銀
行
、
地
方
銀
行
、
長
期
信
用
銀
行
の
各
主
要
業
態
に
共
通
し

て
、
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
面
で
の
調
達
構
造
変
化
は
そ
れ
ほ
ど
明
瞭
で
は
な
い
。
前
に
も
触
れ
、

ま
た
後
で
も
み
る
よ
う
に
、
バ
ブ
ル

過
程
で
の
総
括
的
な
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
の
変
容
は
運
用
構
造
面
で
よ
り
顕
著
で
あ
る
。
だ
が
、
こ
こ
で
一
応
つ
ぎ
の
点
を
あ
げ
て
お

こ
A
ノ。ま

ず
、
預
金
に
比
し
、
債
券
・
資
本
金
と
い
う
資
本
市
場
調
達
の
割
合
が
低
位
な
が
ら
上
昇
傾
向
を
示
し
、
債
券
・
資
本
金
／
預

金
比
率
が
漸
増
し
て
い
る
。
こ
の
点
は
、
後
に
エ
グ
イ
テ
イ
・
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
の
拡
大
と
し
て
更
に
検
討
す
る
が
、
国
際
決
済
銀
行

（
B
I
S
〉
規
制
へ
の
対
応
と
あ
わ
せ
、
バ
ブ
ル
増
大
局
面
の
株
式
市
場
活
況
と
の
関
連
を
見
逃
せ
な
い
。
な
お
、

い
う
ま
で
も
な



い
こ
と
だ
が
、
長
期
信
用
銀
行
で
の
「
債
券
」
は
業
態
特
性
上
の
本
来
的
な
調
達
手
段
で
あ
る
か
ら
、
普
通
銀
行
と
は
同
一
に
論
じ

ら
れ
な
い
。

ま
た
、
共
通
し
て
、
貸
倒
引
当
金
の
比
重
が
バ
ブ
ル
崩
壊
後
に
か
な
り
の
上
昇
を
み
せ
て
い
る
こ
と
も
留
意
さ
れ
る
。
こ
の
点
に

つ
い
て
は
、
資
金
運
用
面
に
も
関
わ
り
、
バ
ブ
ル
現
象
が
銀
行
経
営
に
及
ぼ
し
た
大
き
な
イ
ン
パ
ク
ト
と
し
て
の
信
用
リ
ス
ク
問
題

｜
｜
不
良
債
権
問
題
と
の
絡
み
で
後
に
や
や
詳
細
に
言
及
す
る
。

白
預
金
構
造
の
変
化

バブル期における金融機関経営の変容

こ
の
よ
う
に
、
銀
行
の
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
上
の
調
達
構
成
で
の
預
金
全
体
の
地
位
に
は
あ
ま
り
大
き
な
相
違
を
生
じ
て
い
な
い

が
、
預
金
の
内
部
構
造
は
こ
の
間
に
め
だ
っ
た
変
化
を
示
す
に
至
る
。
そ
の
第
一
は
、
科
目
別
に
み
た
定
期
性
預
金
の
ウ
エ
イ
ト
・

ア
て
フ
｜
｜
裏
面
と
し
て
の
要
求
払
預
金
の
ウ
エ
イ
ト
・
ダ
ウ
ン
の
進
行
で
あ
る
。
全
国
銀
行
の
科
目
別
預
金
額
構
成
を
み
る
と
、

要
求
払
預
金
（
当
座
・
普
通
・
通
知
）
、
定
期
性
預
金
（
定
期
・
定
積
て
そ
の
他
預
金
（
別
段
・
納
税
・
貯
蓄
・
非
居
住
者
円
・
外

一
0
・
六
%
か
ら
、
九
O
年
三
月
末
の
二
四
・
九
%
、
六
回

八
五
年
三
月
末
の
＝
二
・
八
%
、

貨
）
の
各
割
合
は
、

五
七
・
六
%
、

一
0
・
九
%
、
直
近
九
三
年
三
月
末
の
二
四
・
O
%
、
六
七
・
四
%
、
八
・
六
%
と
推
移
し
た
。
こ
う
し
た
現
象
の
背
景

に
は
、
金
融
自
由
化
進
展
下
の
市
場
金
利
型
定
期
預
金
の
登
場
と
そ
の
相
つ
ぐ
条
件
緩
和
、
預
金
者
の
金
利
選
好
の
高
ま
り
が
あ
る

こ
と
は
も
ち
ろ
ん
だ
が
、
同
時
に
、
バ
ブ
ル
過
程
で
の
土
地
・
株
式
等
資
産
取
引
資
金
が
相
対
的
に
有
利
な
定
期
性
預
金
に
還
流
し

・
二
%
、

た
こ
と
も
影
響
し
て
い
る
と
み
ら
れ
る
。

第
二
に
、
預
金
の
期
間
構
造
の
短
期
化
現
象
が
あ
げ
ら
れ
る
。
同
じ
く
全
国
銀
行
ベ

l
ス
で
定
期
性
預
金
の
期
間
別
構
成
を
算
出

す
る
と
、
八
五
年
三
月
末
に
は
六
カ
月
未
満
四
・
五
%
、
六
カ
月
l
一
年
七
・
二
%
、
一

l
二
年
六
八
・
一
%
、
二
年
以
上
二

0
・

19 



スシート構造の推移 く%〕

行 地 方 銀 行 長期信用銀行

92 85 89 92 85 89 92 

70.8 84.5 84.2 86.3 25.0 31.1 21.1 

1. 2 0.2 0.1 54.1 45.2 58.5 

0. 7 0.4 0.3 0.4 0.6 0.4 0.5 

96.6 96.7 96.4 96.0 98.1 97.2 96.7 

0.9 0.6 0.9 0.9 0.5 0.9 0.9 

3.4 3.3 3.6 4.0 1. 9 2.8 3.3 

100.0 L竺o1 100.0「－100.o 1 1…l -100~0 1 

62.9 63.0 59.9 66.5 57.5 56.4 61.2 

11. 3 17.5 17.9 17.8 16.6 16.8 16.5 

1. 8 5.8 5.6 5.2 4. 7 5.6 5.0 

0.7 2.5 1. 7 1. 5 1. 5 0.6 0.5 

2.2 5.4 4.5 5.0 4.1 1. 8 2.3 

4.6 1. 5 1. 9 2.3 3.0 4.9 5.6 

2.0 2.4 4.3 3.8 3.3 3.5 3.1 

0.5 0.6 0.5 0.3 0.6 0.3 0.6 

0.4 1. 0 0.6 1. 2 2.0 

0.5 0.9 0.7 1. 0 0.2 0.2 0.3 

3.0 0.7 1. 3 1. 2 179.8 148.4 281. 9 

18.0 27.8 29.9 26.8 28.8 29.8 27.0 

7.3 2.4 3.2 3.4 5.3 8. 7 9.2 

40. 7 8.6 10.8 12.8 18.3 29.1 34.0 

1. 031 0.697 0.520 0.621 0.996 0.779 0.869 

をそれぞれ含む

証券，証券投信受益証券，貸付信託受益証券，分離ワラント部分等で，ここでは

20 
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表 4 銀行のバラン

全国銀行 都市銀

11985年度末｜ 89 92 85 89 

預 金 67.2 69.6 67.5 72.3 71. 7 

債 券 6. 7 5.1 6.7 1.1 1. 1 

貸 倒 引 当金 0.4 0.4 0.6 0.4 0.4 

負 債 言十 97.7 97.0 96.3 98.1 97.3 

資 本 金 0.5 0.8 0.9 0.4 0.8 

資 本 計 2.3 3.0 3. 7 1. 9 2.7 

メE斗l 計 100.。
貸 出 金 54.4 52.6 63.1 52.7 49.6 

有 価 証 券 13.8 14.1 14.5 9.9 10.8 

国 債 3.5 3.5 3.2 2.2 2.1 

地 方 債 1. 2 0.7 0.9 0.6 0.5 

ネ土 債 3.1 2.5 3.1 2.0 1. 7 

株 式 2.5 3.3 4.3 2.4 3.3 

その他の証券 3.6 4.0 3.1 2.7 3.2 

商品有価証券 0.7 0.3 0.4 0.6 0.3 

金銭の信託 0.8 0. 7 0.6 

土地・建物・動産 0.5 0.4 0. 7 0.4 0.3 

債券・資本金／預金 1.1 0.9 1. 1 2.2 2.6 

有価証券／貸出金 25.3 26.7 22.9 18.8 21. 7 

株式／貸出金 4.5 6.7 6.8 4.6 6. 7 

株式／有価証券 17.9 23.5 29.6 24.7 30.9 

貸倒引当金／貸出金 0.808 0.705 0.899 0.826 0.748 

資料：全国銀行協会連合会「全国銀行財務諸表分析」により作成

〈注） 1. 全国銀行には， 88年度以降第2地銀を含む

2. 預金には譲渡性預金，債券には転換社債，資本金には新株式払込金

3. 社債は事業債，金融債，公社公団債の計。 「その他の証券」は外国

貸付有価証券も含めて算出。

4. 貸倒引当金は，債権償却特別勘定，特定海外債権引当勘定を含む



く%〕

計

法
5千万円未満 14.8 15.8 10.0 52.7 6. 7 100.0 

人
1億円グ 25.9 22.6 10. 7 38.5 2.3 100.。

預
3億円グ 35.9 23.3 8.9 30.1 1. 7 100.0 

金
3億円以上 54.0 27.4 5.3 11. 9 1. 4 100.0 

計 39.2 23.5 7.5 27.1 2.8 100.。
（固

5千万円未満 7. 7 11. 3 9.5 54.1 17.3 100.0 

1億円グ 26.8 18.1 7.9 40.9 6.3 100.。
人

3 億円グ 34.0 18. 0 7.5 35.5 5.0 100.0 
子買

3億円以上 40.6 20.0 5.9 28.2 5.3 100.。
金

計 10.8 12.2 9.3 51. 9 15.9 100.0 

定期預金の金額階層別・期間別構造（全国銀行， 93/3末〉

，』刊Ji ～ ~It吋 1～ 2:¥-l2制上 i

表5

資料：日本銀行「経済統計月報」により作成

（注〉 積立定期，据置貯金，新型期目指定定期を含まない

二
%
と
長
期
の
比
重
は
圧
倒
的
で
あ
っ
た
。
そ
れ
が
、
九
一
年
三
月

22 

末
に
は
六
カ
月
未
満
が
五
一
・
一
%
と
過
半
に
な
り
、
六
カ
月
I
一

年
二
一
了
五
%
、

一
t
二
年
二
九
・
四
%
、

二
年
以
上
六
・
O
%

と
、
様
相
は
一
変
し
て
短
期
化
現
象
が
深
化
す
る
。
こ
れ
を
最
近
時

点
に
つ
い
て
、
預
金
者
別
・
預
金
金
額
階
層
別
に
み
る
と
表
5
の
と

お
り
で
あ
る
。
こ
こ
で
、
定
期
預
金
の
短
期
構
造
化
は
と
り
わ
け
法

ま
た
大
口
預
金
に
極
め
て
い
ち
じ
る
し
い
。
銀
行
の
預

人
預
金
に
、

金
構
成
に
お
け
る
、
い
わ
ば
「
ホ
ッ
ト
マ
ネ
l
」
依
存
の
状
況
は
明
瞭

と
い
わ
ね
ば
な
ら
な
い
。
こ
れ
に
は
、
市
場
金
利
型
定
期
性
預
金
の

（
叩
〉

預
入
期
間
の
制
度
的
な
広
が
り
等
に
加
え
て
、
上
の
科
目
別
の
項
で

み
た
よ
う
に
、
バ
ブ
ル
増
殖
期
の
、

ま
さ
に
ホ
ッ
ト
マ
ネ
l
的
な
大

口
の
資
産
売
買
代
金
が
次
の
段
階
の
資
産
取
引
へ
の
待
機
も
含
め
て

短
期
定
期
性
預
金
に
還
流
・
滞
留
し
た
こ
と
が
作
用
し
て
い
よ
う
。

ま
た
、
こ
の
よ
う
に
し
て
促
進
さ
れ
た
短
期
化
と
い
う
預
金
取
引
態

様
は
、
バ
ブ
ル
崩
壊
後
の
最
近
に
も
パ
タ
ー
ン
と
し
て
残
存
し
て
い

る。
第
三
に
、
預
金
の
自
由
金
利
化
な
い
し
市
場
金
利
化
が
あ
る
。
金

利
タ
イ
プ
別
の
預
金
構
成
の
推
移
を
み
る
と
（
表
6
）、

そ
の
進
展



（%〉

CD B/A 

1986年度末 79.6 20.4 6.2 2.8 3.3 8.2 30.2 

全
87 69. 7 30.3 13.8 5.1 3.7 7.8 45.4 

88 60.4 39.6 21. 0 6.5 4.5 7.6 53.0 
国 89 44.8 55.2 35.9 6.3 4.5 8.5 65.0 

銀
90 35.7 64.3 39.9 12.3 4.1 8.0 62.1 

91 41. 0 59.0 43.4 5.0 3.5 7.4 73.6 

行 92 37.3 62.7 45.4 6.8 4.3 6.1 72.5 

恥 92限界｜ 企似｜ 164. 2 I 139. 6 I 85.3 

86 76.1 23.9 7.1 3. 7 4.4 8.7 29.8 

都 87 64.2 35.8 16.7 6.1 5.3 7.7 46.7 

88 55.3 44.7 25.6 6.9 5.8 6.3 57.3 

市 89 39.8 60.2 43.6 5.5 5.4 5.7 72.4 

銀
90 33.1 66.9 46.2 9.4 5.9 5.5 69.0 

91 38.1 61. 9 47.1 4.3 5.3 5.2 76.3 

fトIー－ 92 34.7 65.3 47.2 5.1 7.5 5.3 72.4 

86-->9 15. 61 企3. 71 87.9 

金利タイプ別預金構造の推移表B

資料：日本銀行「経済統計月報」により作成

（注〕 1. 圏内店ベース。全国銀行には第2地銀を含む

2. 預金及びCD合計を 100とする構成比

3. 92年度の自白金利タイプ預金には貯蓄預金を含む

状
況
は
極
め
て
い
ち
じ
る
し
い
。

し、

う
ま
で
も
な
く
、
こ
の
現
象
そ
れ
自

体
は
金
融
自
由
化
ー
ー
ー
そ
の
核
と
し

て
の
金
利
自
由
化
の
当
然
の
帰
結
に

ほ
か
な
ら
な
い
。
同
時
に
、
①
前
述

の
よ
う
な
バ
ブ
ル
増
殖
期
の
資
産
取

引
資
金
の
金
利
採
算
上
で
有
利
な
自

白
金
利
タ
イ
プ
預
金
へ
の
集
中
、
②

後
に
み
る
よ
う
な
銀
行
自
身
の
積
極

的
融
資
行
動
と
一
部
の
企
業
の
「
財

テ
ク
」
と
の
結
果
と
し
て
の
「
両
建

て
」
取
引
拡
大
の
反
映
、
③
バ
ブ
ル

現
象
の
所
産
と
し
て
の
預
金
者
の
資

産
利
回
り
ー
ー
ー
収
益
性
選
好
の
高
ま

り
の
預
金
選
択
へ
の
投
影
、
な
ど
の

諸
要
因
が
考
え
ら
れ
る
。

同
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エ
グ
イ
テ
イ
・
フ
ァ
イ
ナ
ン
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891副＂1副 9同 92同ぷ日1立，
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54, 7751 99. 51 19, 5221 92. 41 4891 34. 31 

229, 0591 100. 01 123, 2761 100. 01 123, 5781 100. 01 

115, 8221 50.矧 55,3201 44.引 22,0181 17. 81 
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37. 7 I 32. 3 I 2. 2 I 
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14，同93年7月号P17の各表より加工作成

債，増資の計

2, 411 100. 01 8. 0引 0.04

印刷 21.01 9. 91 I 0. 01 

1, 31司 54.41 5. 8引 0.12

1, 819 75. 41 8. 68 I o. 03 

93, 7881 100. 01 3. 69 I o. 41 

8, 8631 9. 51 4. 93 I o. 08 

18, 9091 20. 21 5. 52 I o. 19 

27, 7721 29. 61 5. 19 I o. 13 

2.6 I / 

5.7 I / 

6.9 I / 

6.5 I/ 
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表7 金融機関のエクイ
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42.5 

73.9 

10.0 

48.9 

資料：日本銀行「調査月報」 89年6月号Pl3, 「日本銀行月報」 91年7月号P

（注〉 1. E. F.はエクイティ・ファイナンスの略で，転換社債， ワラント

2. 一般企業は金融保険を除く上場企業

3. 原資料は東京証券取引所「証券統計年報」
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ス
の
拡
大
と
縮
小
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さ
き
に
述
べ
た
銀
行
の
資
金
調
達
構
造
に
お
け
る
債
券
・
資
本
金
の
相
対
的
上
昇
は
、
こ
の
時
期
の
エ
ク
イ
テ
イ
・
フ
ァ
イ
ナ
ン

ス
活
発
化
の
結
果
で
あ
る
。
パ
ブ
ル
増
大
期
の
株
価
高
騰
・
そ
れ
に
よ
る
資
本
市
場
の
活
況
は
大
企
業
を
中
心
と
す
る
エ
ク
イ
テ

イ
・
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
盛
行
の
基
礎
条
件
で
あ
っ
た
が
、
そ
れ
は
一
般
企
業
に
と
ど
ま
ら
ず
、
金
融
機
関
に
も
共
通
す
る
現
象
で
あ
っ

た
。
そ
の
様
子
は
表
に
あ
き
ら
か
で
あ
る
（
表

7
1

t
八
六
年
の
七
千
億
円
前
後
か
ら
、
八
七
年
二
・
九
兆
円
、 み

ら
れ
る
よ
う
に
、

金
融
機
関
の
内
外
資
本
市
場
よ
り
の
調
達
額
は
、
八
五

八
八
年
五
・
三
兆
円
、
八
九
年
五
・
五
兆
円
へ
と
急
膨
張
し
、
そ
の
ほ

と
ん
ど
が
エ
ク
イ
テ
イ
・
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
で
占
め
ら
れ
て
い
る
。
そ
の
調
達
絶
対
額
だ
け
で
な
く
、
一
般
企
業
と
対
比
し
た
相
対
水

準
も
ま
た
、
い
ち
じ
る
し
く
上
昇
し
て
（
表
の

D
／
D
）
、
ピ
l
ク
時
の
八
八
年
に
は
四
九
%
、
う
ち
国
内
市
場
分
（
B
／
B
）
で

は
実
に
七
四
%
に
も
達
し
た
。
こ
の
後
、
株
価
急
落
｜
｜
バ
ブ
ル
崩
壊
期
に
は
金
融
機
関
の
エ
ク
イ
テ
イ
・
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
の
絶
対

史
認
・
相
対
比
率
と
も
に
き
わ
だ
っ
た
反
落
に
転
じ
る
。

こ
う
し
た
銀
行
の
資
金
調
達
構
造
面
で
の
エ
ク
イ
テ
イ
・
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
拡
大
の
基
本
的
な
背
景
・
要
因
と
し
て
は
、

ま
ず
八
八

年
六
月
に
G
m
諸
国
の
銀
行
監
督
者
会
議
で
合
意
さ
れ
た

B
I
S
に
よ
る
銀
行
自
己
資
本
比
率
の
国
際
統
一
基
準
が
あ
り
、
そ
れ
へ

の
対
応
と
し
て
わ
が
国
銀
行
の
増
資
・
転
換
社
置
（
以
下
C
B）
等
の
発
行
が
促
さ
れ
た
。

つ
い
で
、
こ
の

B
I
S
規
制
と
も
関
連

す
る
が
、
金
融
自
由
化
進
展
下
の
制
度
面
の
措
置
の
ひ
と
つ
と
し
て
、
従
来
、
長
短
分
離
の
フ
レ
ー
ム
を
受
け
て
規
制
さ
れ
て
い
た

普
通
銀
行
の
債
券
発
行
の
漸
進
的
な
弾
力
化
の
影
響
が
あ
る
。

す
な
わ
ち
、

八
五
年
五
月
普
通
銀
行
の
海
外
外
貨
建
C
B
発
行
認

可
、
八
七
年
四
月
地
銀
及
び
相
銀
に
国
内
C
B発
行
認
可
、

八
八
年
二
月
都
銀
に
も
国
内
C
B発
行
認
可
、
九

O
年
一
月
C
B発
行

に
よ
る
調
達
資
金
の
使
途
制
限
緩
和
（
従
来
、
設
備
資
金
に
限
定
↓
営
業
資
金
充
当
可
）
と
い
っ
た
動
き
が
そ
れ
で
あ
る
。

こ
の

B
I
S
規
制
対
応
、
債
券
発
行
制
約
の
弾
力
化
に
加
え
、
バ
ブ
ル
下
の
株
価
高
騰
、
資
本
市
場
取
引
の
活
発
化
な
ど
の
市
場



I 1, 061, 1431 ... 163, 0901 1,224, 2331 115. 41 

I 3.11倍I o. 49 I 7. 65 Iー｜

資料：日本銀行「経済統計年報」により作成

（注） 1. 長期貸出は1年超及び期間の定めのない貸出

2. 長期預金は期目指定定期・積立定期プラス期間2年以上の一般金利

定期（ケース 1）または期間 1年以上の一般金利定期（ケース 2)

預貸金の期間ミスマッチ状況（都市銀行〉

1985年度末 504,021 320,019 184,002 36.5 656,735 企152,714企23.3

86 658,235 319,766 338,469 51. 4 640,810 17,425 2.6 

87 840,276 300,704 539,572 64.2 582,101 258,175 30.7 

88 1,043,691 279,097 764,594 73.3 488,609 555,082 53.2 

89 1,281,412 212,263 l, 069, 149 83.4 306,626 974,786 76.1 

90 1,512,621 122,959 1,389,662 91. 9 168,030 1,344,591 88.9 

91 1,565,164 156,929 1,408,235 216,691 1,348,473 86.2 

85→91 

91/85 

（億円， 96)

ト？出ト~ft 1fi1i~：トチ｜三！.1；~：

... 440, 044 1, 501, 18引141.5 

o. 33 I ーー l － 

表 8

環
境
が
銀
行
の
エ
ク
イ
テ
イ
・
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
拡
大
の
大

き
な
促
進
要
因
と
し
て
作
用
し
た
。
あ
わ
せ
て
、
パ
ブ
ル

現
象
に
起
因
す
る
銀
行
収
益
の
増
加
も
、
こ
の
点
に
つ
い

て
の
経
営
上
の
主
体
的
条
件
を
な
し
た
。
実
際
、
パ
ブ
ル

の
崩
壊
｜
｜
資
本
市
場
環
境
の
急
激
な
悪
化
に
と
も
な
っ

て
、
表
に
み
る
よ
う
に
、
金
融
機
関
の
エ
ク
イ
テ
イ
・
フ

ァ
イ
ナ
ン
ス
規
模
は
九

O
年
一
・
九
兆
円
、
九
一
年
四
九

O
億
円
、
九
二
年
一
、

一
般
企
業
と
の
相

八
O
O億
円
、

対
比
も
一
二
・
二
%
、

0
・
八
%
、
六
・
五
%
と
急
速
に

低
落
し
た
の
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
し
て
、

エ
ク
イ
デ
イ

－
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
の
ダ
イ
ナ
ミ
ッ
ク
な
拡
大
と
縮
小
は
、

バ
ブ
ル
の
形
成
・
増
殖
・
崩
壊
過
程
で
の
金
融
機
関
の
資

金
調
達
面
の
特
徴
的
な
現
象
と
し
て
位
置
づ
け
ら
れ
る
。

（四）

調
達
・
運
用
の
期
間
ミ
ス
マ
ッ
チ

前
記
の
よ
う
に
、
預
金
構
造
の
短
期
化
・
ホ
ッ
ト
マ
ネ

l
化
が
バ
ブ
ル
過
程
と
深
く
関
わ
っ
て
発
生
し
た
が
、
こ

の
半
面
で
、
次
項
で
み
る
よ
う
な
運
用
面
で
の
長
期
化
が

27 



進
み
、
こ
の
結
果
、
銀
行
経
営
上
の
調
達
・
運
用
の
期
間
ミ
ス
マ

y

チ
が
広
が
っ
た
こ
と
に
も
留
意
さ
れ
る
。

表
に
み
る
よ
う
に
（
表
8
）
、
一
方
で
の
長
期
貸
出
の
増
加
に
対
し
、
他
方
で
の
長
期
預
金
の
低
落
の
結
果
、
期
間
ミ
ス
マ
ッ
チ

額
、
ミ
ス
マ

y

チ
比
率
と
も
に
八

0
年
代
後
半
に
顕
著
に
増
大
し
た
。
こ
の
こ
と
は
、
銀
行
経
営
上
の
流
動
性
リ
ス
ク
の
増
幅
と
と

28 

も
に
、
と
り
わ
け
金
融
引
き
締
ま
り
期
に
お
い
て
、
短
期
金
利
急
上
昇
↓
長
短
金
利
逆
転
の
可
能
性
↓
調
達
コ
ス
ト
急
増
・
運
用
利

回
り
上
昇
の
遅
れ
↓
銀
行
収
益
の
急
激
な
悪
化
、
と
い
う
金
利
変
動
リ
ス
グ
顕
在
化
の
ひ
と
つ
の
素
地
を
形
成
す
る
も
の
で
あ
る
。

五

資
金
運
用
面

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
構
造

つ
い
で
、
資
金
運
用
面
の
検
討
に
移
る
。
ま
ず
、
総
括
的
に
全
国
銀
行
と
そ
れ
を
構
成
す
る
都
市
銀
行
な
ど
主
要
業
態
に
つ
い
て

み
る
と
（
前
出
表
4
）
、
バ
ブ
ル
の
影
響
が
以
下
の
諸
点
の
よ
う
に
、

か
な
り
明
瞭
に
認
め
ら
れ
る
。
す
な
わ
ち
、

①
各
業
態
に
共
通
し
て
、
バ
ブ
ル
増
殖
期
の
八
五

t
八
九
年
度
に
は
貸
出
金
比
重
の
低
落
、
半
面
で
の
株
式
を
核
と
す
る
有
価
証
券

投
資
比
重
の
漸
増
が
進
み
、
バ
ブ
ル
崩
壊
後
の
九
二
年
度
に
も
有
価
証
券
傾
斜
の
残
存
が
あ
る
。
こ
れ
ら
に
つ
い
て
は
、
有
価
証
券

／
貸
出
金
、
株
式
／
貸
出
金
、
株
式
／
有
価
証
券
な
ど
の
相
対
指
標
の
推
移
に
も
反
映
さ
れ
て
い
る
。
な
か
で
、
都
市
銀
行
と
長
期

信
用
銀
行
で
の
株
式
投
資
傾
斜
の
大
き
さ
が
着
目
さ
れ
る
が
、
取
引
先
主
要
企
業
の
こ
の
時
期
に
お
け
る
旺
盛
な
増
資
や
転
換
社
置

・
ワ
ラ
ン
ト
置
発
行
へ
の
対
応
も
作
用
し
て
い
よ
う
。
な
お
、
八
五

l
八
九
年
度
の
限
界
ベ

l
ス
で
、
株
式
／
貸
出
金
比
率
は
地
方

銀
行
四
・
七
%
に
対
し
、

都
市
銀
行
九
・
五
%
、

長
期
信
用
銀
行
一
四
・
O
%
、

株
式
／
有
価
証
券
比
率
は
そ
れ
ぞ
れ
一
四

%
、
三
七
・
一
%
、

四
四
・
九
%
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
株
式
を
中
心
と
す
る
有
価
証
券
運
用
へ
の
シ
フ
ト
が
、
銀
行
の
価

格
変
動
リ
ス
ク
の
増
幅
を
意
味
す
る
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
。



図3 都市銀行の調達・運用関連指標の推移
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②
調
達
面
の
項
で
も
触
れ
、
ま
た
、
こ
の
後
の
融
資
構
造
の
項
で
も
述
べ
る
よ
う
な
バ
ブ
ル
増
大
局
面
で
の
銀
行
融
資
行
動
の
ア
グ

レ
ッ
シ
ブ
な
展
開
は
、
信
用
リ
ス
ク
の
拡
大
に
つ
な
が
っ
た
。
こ
の
こ
と
を
反
映
し
て
、
貸
倒
引
当
金
／
貸
出
金
比
率
は
、
こ
れ
も

各
業
態
に
共
通
し
て
、
バ
ブ
ル
崩
壊
後
の
八
九

t
九
二
年
度
の
聞
に
急
上
昇
を
み
せ
て
い
る
。

30 

③
右
に
摘
記
し
た
傾
向
変
化
に
つ
き
、
念
の
た
め
に
三
時
点
の
ス
ポ
ッ
ト
比
較
だ
け
で
な
く
、

八
0
年
代
後
半
以
降
の
連
続
的
な
時

前
述
の
調
達
面
に
お
け
る
債
券
・
資
本
金
／

預
金
の
漸
増
と
あ
わ
せ
、
運
用
面
で
の
有
価
証
券
／
貸
出
の
バ
ブ
ル
増
殖
期
の
上
昇
と
崩
壊
後
の
反
落
、
株
式
／
貸
出
、
株
式
／
有

価
証
券
の
著
増
と
そ
の
後
の
高
位
持
続
、
貸
倒
引
当
金
／
貸
出
の
最
近
時
の
急
上
昇
、
な
ど
が
鮮
明
に
検
出
さ
れ
る
。

系
列
動
向
を
都
市
銀
行
の
ケ
l
ス
で
確
認
す
る
と
グ
ラ
フ
の
よ
う
で
あ
る
（
図
3
）。

。融
資
構
造
の
変
化

こ
う
し
た
な
か
で
、
諸
角
度
か
ら
と
ら
え
た
融
資
構
造
も
顕
著
な
変
化
を
示
ず
に
い
た
る
。
バ
ブ
ル
現
象
の
展
開
と
の
関
連
を
主

軸
に
、
以
下
に
若
干
整
理
し
て
み
よ
う
。

第
一
に
、
科
目
別
に
み
た
証
書
貸
付
と
当
座
貸
越
の
ウ
エ
イ
ト
・
ア
ッ
プ
。
全
国
銀
行
貸
出
金
構
成
の
上
で
、
証
書
貸
付
は
八
五

年
三
月
の
三
九
%
か
ら
九
O
年
三
月
五
二
%
、
九
三
年
三
月
五
五
%
、
当
座
貸
越
は
四
%
、
二
二
%
、
一
七
%
と
な
る
。
前
者
は
地

価
上
昇
期
の
不
動
産
担
保
の
長
期
融
資
や
住
宅
ロ
I
ン
、
後
者
は
資
産
取
引
の
拡
大
に
伴
う
所
要
資
金
の
タ
イ
ム
リ
ー
な
融
資
実
行

な
ど
に
照
応
し
て
い
る
。

第
二
に
、
右
と
も
関
連
し
て
の
貸
出
期
間
構
造
の
長
期
化
。
同
じ
く
全
国
銀
行
ベ

1
ス
の
長
期
貸
出
（
期
間
一
年
超
及
び
期
間
の

定
め
の
な
い
貸
出
）
の
総
貸
出
に
占
め
る
割
合
は
八
五
年
度
末
四
五
%
か
ら
、
八
九
年
度
末
六
四
%
へ
と
大
き
く
上
昇
し
、
九
一
年

度
末
に
も
七
O
%
と
高
位
を
持
続
し
て
い
る
。
こ
れ
を
八
五

t
九
一
年
度
末
の
限
界
構
成
比
で
算
出
す
る
と
、
実
に
九
七
%
に
も
達



（%〉

1980年度末 46.4 11. 2 8.6 0.5 

85 52. 9 10.3 7.3 0.5 
末 86 58.2 11. 6 8.3 0.7 

87 62.6 14.1 9.9 1. 4 

88 66.9 16.4 11. 6 2.6 

89 70.9 18.6 12.9 3.9 

残 90 72.1 20.3 13.8 4.9 

91 71. 5 21. 0 14.3 5.0 

92 72.2 21. 0 14.1 4.8 

都市銀行の中小企業・個人分野融資

｜自小企誇 l個人向け l住宅信用 l消費者信用

表 g

限！ 80→85 ! 63. 1 ! 9. o I 
I 85→90 I 110.4 I 40. 0 I 

界 I 90→92 I 73. 9 I 80. 9 I 

資料：日本銀行「経済統計年報・月報」により作成

（注〉 1. それぞれ総貸出（当座貸越及びキャ γ シング等を除く〉に対する比率

2. 住宅信用，消費者信用は割賦返済方式分

0.5 

13.6 

1. 0 ... 

5.2 

26.6 

41. 8 

す
る
。
こ
れ
が
、
金
融
自
由
化
進
展
下
の
調
達
コ
ス
ト
増

へ
の
対
応
、
長
期
安
定
的
な
顧
客
取
引
基
盤
の
形
成
志
向

に
加
え
、
バ
ブ
ル
過
程
で
の
不
動
産
関
連
融
資
、
個
人
向

け
住
宅
ロ

l
ン
や
大
型
フ
リ
l
ロ
I
ン
の
積
極
化
な
ど
に

も
起
因
し
て
い
る
こ
と
に
留
意
さ
れ
る
。

上
述
の
科
目
別
、
期
間
別
と
照
応
す
る
担
保

別
融
資
構
造
の
変
化
。
こ
れ
も
全
国
銀
行
の
計
数
で
、
不

第
三
は
、

動
産
・
財
団
抵
当
貸
付
の
比
重
は
八
五
年
三
月
の
二
二
%

か
ら
、
以
降
ほ
ぼ
逐
年
上
昇
し
て
九

O
年
三
月
二
六
%
、

直
近
九
二
年
三
月
二
八
%
と
い
う
足
ど
り
を
た
ど
っ
た
。

限
界
ベ

I
ス
で
は
、

八
O
年
三
月
か
ら
八
五
年
三
月
間
の

一
四
%
か
ら
、
八
五
年
三
月
↓
九
二
年
三
月
一
一
一
一
一
%
と
倍

以
上
の
著
増
で
あ
っ
て
、
こ
と
に
バ
ブ
ル
増
殖
過
程
で
の

土
地
等
の
不
動
産
価
格
の
急
騰
を
背
景
と
す
る
物
的
担
保

依
存
の
積
極
的
な
融
資
行
動
の
展
開
が
示
唆
さ
れ
る
。

第
四
に
は
、
中
小
企
業
及
び
個
人
家
計
分
野
へ
の
接
近

強
化
。
そ
れ
は
、
と
り
わ
け
都
市
銀
行
で
い
ち
じ
る
し
い
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（表
9
）
。

こ
の
現
象
が
、

金
融
自
由
化
の
潮
流
の
も
と



（%） 

90 92 
E ’－’－ ' 

北 海道 2.5 2.4 2.6 2.3 2.0 2.1 企 0.2 .. 0.4 企 0.5

東 ヰ七 4.0 4.1 4.8 3.2 2.9 3.0 .. 0. 8 企 1.2 企 1.8 

関 東 48.4 48.3 45.5 54.7 55.5 55.5 6.3 7.2 10. 0 

①東 京 34.6 34.1 29.7 46.3 44.8 44.2 11. 7 10. 7 14.5 

北 陸 3.4 3.2 3.6 2.6 2.3 2.4 企 0.8 企 0.9 .. 1. 2 

中 部 10.2 10.4 11.1 7.9 7.9 7.8 企 2.3 企 2.5 企 3.3

②愛 矢口 4.7 5.0 5.0 4.2 4.2 4.1 企 0.5 企 0.8 企 0.9

近 畿 19.0 18.5 17.9 19.0 18.9 18.6 。0.4 0.7 

③大 阪 12.0 11.1 10.2 13.8 13.3 13.1 1. 8 2.2 2.9 

中 国 3. 7 3.9 4.4 3.0 3.2 3.2 .. 0.7 企 0.7 企 1.2 

四 国 2.3 2.6 2.9 1. 7 1. 9 1. 9 企 0.6 企 0.7 企 1.0 

九 チH 6.5 6.6 7.3 5.6 5.5 5.6 企 0.9 企 1.1 .. 1. 7 

①＋②＋③ I 51. 2 I印 1I 44. 91 64. 2 I臼 41 61. 41 

I 100. o J 100. o I 100. o J 100. o I 100. o J 100. o J 

資料：日本銀行「経済統計年報」により作成

〈注〉 地域区分は下記。東北（青森，岩手，宮城，秋田，山形，福島〉，関東（茨

城，栃木，群馬，埼玉，千葉，東京，神奈川〉，北陸（新潟，富山，石川，

福井〉，中部（山梨，長野，岐阜，静岡，愛知，三重コ，近畿（滋賀，京都，

大阪，兵庫，奈良，和歌山〉，中国（鳥取，島根，岡山，広島，山口〉

ワ~84 

全国銀行預貸金の地域構造変化

92 
ω
下90 84 92 

表1D

l量全

16.5 

国全

で
の
安
定
的
融
資
顧
客
層
の
大
量
確
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保
、
相
対
的
に
有
利
な
貸
出
採
算
の
追

求
な
ど
を
基
調
的
な
起
動
因
と
し
て
い

る
に
し
て
も
、
同
時
に
、
土
地
・
株
式

等
の
価
格
上
昇
を
背
景
と
す
る
中
小
企

業
向
け
中
長
期
融
資
や
個
人
向
け
住
宅

融
資
・
大
型
フ
リ
1
ロ
l
ン
の
積
極
推

進
な
ど
パ
プ
ル
増
殖
期
の
要
因
も
無
視

で
き
な
い
。

第
五
に
、
融
資
の
大
都
市
圏
集
中
。

土
地
・
株
式
等
の
資
産
取
引
は
、
地
価

上
昇
の
地
域
的
先
行
性
や
証
券
会
社
営

業
拠
点
の
立
地
分
布
な
ど
に
よ
り
、
大

都
市
閏
で
こ
と
に
活
発
に
行
わ
れ
た
。

こ
の
こ
と
は
銀
行
の
地
域
別
融
資
構
造

に
も
反
映
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
（
表

叩
）
。

東
京
・
大
阪
・
愛
知
の
三
大
都

市
圏
へ
の
貸
出
集
中
は
圧
倒
的
で
あ
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表
11

業
種
別
融
資
構
造
の
推
移
（
末
残
）

（%） 

別
区
｜
山
I~；

山
1

9
3
 

1
 
80 

1
 8
5
 

I
 9
0
 

I
 9
3
 

製
造

業
32.7 

29.0 
16.8 

14.5 
27.6 

25.8 
18.5 

18.0 
36.6 

24.3 
12.4 

12.7 
29.1 

19.4 
8.2 

9.2 

建
設

業
5.5 

5. 7
 

4.6 
4.9 

6.9 
7.9 

7.4 
8.4 

2.7 
2.1 

1. 
9
 

2.3 
3.3 

2.8 
2.3 

2.9 

不
動

産
業

4.9 
6.3 

11. 9
 
12.9 

5.1 
5.9 

9.5 
10.0 

10.0 
10.5 

14.0 
14.2 

12.9 
13.0 

16.5 
16.1 

（
建
設
・
不
動
産
計
〉

(10.5) (12. 1) (16. 5) (17. 8) (11. 9) (13. 8) (16. 9) (18.4) (12. 7) (12. 5) (16.0) (16. 6) (16.2) (15. 8〕
(18. 8) (19. 0) 

卸
・
小
売
・
飲
食
業

28.2 
25.0 

18.3 
15.8 

28.0 
26.4 

20.6 
19.3 

12.0 
8.9 

9.7 
8.7 

14.2 
10.8 

7.8 
8.0 

そ
の

他
金

融
業

2.8 
5.3 

6.9 
6.9 

1. 
9
 

3. 
7
 

7.5 
5.1 

5.5 
13.9 

22.0 
22.1 

4.2 
12.4 

25.0 
23.4 

物
品

賃
貸

業
0.8 

2.0 
3.0 

2.5 
0.5 

1. 
7
 

2.9 
1. 
9
 

2. 
7
 

8.0 
13.3 

11. 7
 

1. 
9
 

7.0 
11. 5

 
10.1 

（
ノ
ン
パ
ン
ク
計
〉

(
 3.6〕

(
 7.4) (

 9. 9) (
 9. 
3) (

 2. 4) (
 5.5) (10.4) (

 7. 
1) (

 8. 2) (21. 9) (35. 3) (33. 8) (
 6.1) (19. 4) (36. 4) (33. 5) 

サ
ー

ビ
ス

業
6.1 

8.9 
14.4 

15.3 
7.7 

10.0 
13.8 

15.2 
6.5 

11. 7
 
18.1 

20.0 
4.6 

10.7 
15.9 

16.6 

｛固
人

11. 0
 

9.8 
18.6 

21 ・o 
15.2 

12.3 
14. 7

 
16.2 

3.1 
2.5 

1. 
7
 

1. 
7
 
13.6 

9. 
7
 

8.7 
9.4 

資
料

：
日

本
銀

行
「

経
済

統
計

月
報

」
に

よ
り

作
成

（注）
1. 

総
貸

出
の

業
種

別
構

成
比

。
た

だ
し

，
当

座
貸

越
，

カ
ー

ド
キ

ャ
ッ

シ
ン

グ
，

特
別

国
際

金
融

取
引

勘
定

に
か

か
る

貸
出

を
含

ま
な
い

2. 
「
そ
の
他
金
融
業
」
と
は
証
券
・
保
険
以
外
の
金
融
業
。
「
ノ
ン
パ
ン
ク
」
は
「
そ
の
他
金
融
業
」
と
「
物
品
賃
貸
業
」
の
計
。

サ
ー

ピ
ス

業
に

は
「

物
品

賃
貸

業
」

を
含

む

3. 
「
信
託
」
は
信
託
銀
行
銀
行
勘
定
及
び
全
国
銀
行
信
託
勘
定
の
計

4. 
各
年

3
月
末
現
在

。
3
"> 



と
ん
ど
の
地
域
で
マ
イ
ナ
ス
で
あ
る
の
に
対
し
、
三
大
都
市
圏
で
は
プ
ラ
ス
で
し
か
も
漸
増
し
、
こ
こ
で
の
不
動
産
・
有
価
証
券
関

34 

連
を
軸
と
す
る
融
資
量
の
相
対
的
増
大
が
示
さ
れ
、
バ
ブ
ル
増
殖
と
崩
壊
を
経
て
、

「
そ
し
て
貸
出
増
加
が
残
っ
た
」
の
で
あ
る
。

こ
の
こ
と
は
、
後
述
す
る
信
用
リ
ス
ク
顕
在
化
問
題
の
大
都
市
圏
集
中
を
示
唆
す
る
も
の
に
ほ
か
な
ら
な
い
。

第
六
に
、
バ
ブ
ル
期
融
資
構
造
変
化
の
集
約
的
表
現
と
し
て
の
業
種
別
貸
出
構
成
の
問
題
（
表
U
）
。
こ
こ
で
は
、

び
ノ
ン
バ
ン
ク
向
け
融
資
の
増
大
が
も
っ
と
も
特
徴
的
で
あ
り
、
そ
れ
が
土
地
・
有
価
証
券
取
引
の
膨
張
と
深
く
関
わ
っ
て
い
る
こ

と
は
い
う
ま
で
も
な
い
。
こ
れ
ら
の
業
種
へ
の
融
資
集
中
の
状
況
は
全
国
銀
行
の
各
業
態
に
共
通
す
る
が
、
な
か
で
も
長
期
信
用
銀

不
動
産
業
及

行
と
信
託
の
突
出
が
自
に
つ
く
。
バ
ブ
ル
増
殖
期
の
八
五
年
三
月
か
ら
九
O
年
三
月
の
聞
の
総
貸
出
に
占
め
る
限
界
構
成
比
を
み
る

と
、
不
動
産
業
向
け
は
都
市
銀
行
二
五
%
、
地
方
銀
行
二
四
%
、
長
期
信
用
銀
行
二
O
%
、
信
託
二
三
%
、
ノ
ン
バ
ン
ク
向
け
は
そ

れ
ぞ
れ
一
五
%
、
二
一
%
、
王
六
%
、
六
九
%
で
あ
る
。
こ
の
時
期
に
お
け
る
貸
出
増
加
額
全
体
の
う
ち
、
そ
れ
ぞ
れ
四
O
%
、
四

五
%
、
七
六
%
、
九
二
%
が
こ
の
両
業
種
に
集
中
的
に
投
入
さ
れ
た
と
い
う
異
常
な
事
態
が
現
出
し
た
。

ム

／、

損
益
面

付

全
体
的
な
状
況

さ
て
、
以
上
の
よ
う
な
バ
ブ
ル
期
に
お
け
る
資
金
調
達
・
運
用
構
造
の
変
化
は
、
当
然
の
こ
と
と
し
て
銀
行
の
損
益
構
造
の
変
化

を
導
く
こ
と
に
な
る
。

そ
の
総
括
的
な
状
況
は
表
に
示
す
と
お
り
だ
が
、
こ
れ
に
よ
り
以
下
の
諸
点
が
指
摘
で
き
る
で
あ
ろ
う
（
表

uv。

①
全
国
銀
行
及
び
そ
れ
を
構
成
す
る
都
市
銀
行
な
ど
各
主
要
業
態
を
通
じ
て
、
八
五

t
八
九
年
度
の
バ
ブ
ル
拡
大
期
に
経
常
利
益
額

が
著
増
し
、
バ
ブ
ル
崩
壊
期
の
八
九

t
九
二
年
度
に
そ
の
め
だ
っ
た
反
落
が
生
じ
て
い
る
が
、
こ
の
収
益
変
動
の
主
因
を
な
す
も
の



は
有
価
証
券
関
係
差
益
で
あ
る
。

②
そ
の
端
的
な
メ
ル
ク
マ
ー
ル
と
し
て
、

た
と
え
ば
都
市
銀
行
の
場
合
（
以
下
、
本
項
で
の
文
中
の
計
数
は
、
特
記
し
な
い
か
ぎ
り

代
表
的
な
ケ
l
ス
と
し
て
都
市
銀
行
の
も
の
）
、

経
常
収
益
に
占
め
る
有
価
証
券
関
係
益
の
割
合
は
八
五
年
度
二
・
二
%
が
八
九
年

度
八
・
一
%
に
急
上
昇
の
後
、
九
二
年
度
に
は
ふ
た
た
び
二
・
二
%
に
急
反
落
、
な
か
で
も
株
式
売
却
益
の
八
九
年
度
六
・
四
%
か

ら
九
二
年
度

0
・
九
%
へ
の
低
下
が
め
だ
っ
て
い
る
。

③
ま
た
、
有
価
証
券
関
係
益
／
貸
出
金
利
息
比
率
も
同
時
期
に
三
・
九
↓
一
六
・
三
↓
三
・
六
%
へ
、
有
価
証
券
関
係
差
益
／
経
常

利
益
比
率
に
い
た
っ
て
は
一
二
・
二
↓
七
四
・
八
↓
マ
イ
ナ
ス
一

0
・
九
%
と
い
う
変
転
ぶ
り
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
有
価
証
券
投

資
関
連
の
損
益
の
変
転
そ
れ
自
体
が
、
銀
行
に
お
け
る
価
格
変
動
リ
ス
ク
の
増
幅
の
例
証
で
あ
る
こ
と
に
も
留
意
を
要
し
よ
う
。

バブJレ期における金融機関経営の変容

八
五
年
度
か
ら
八
九
年
度
に
か
け
て
、
人
件
費
を
中
心
と
す
る
経
費
率
の
圧
縮
は
進
ん
だ
。
だ
が
、
融
資
構
造
に
お
け

る
中
小
企
業
・
個
人
・
不
動
産
業
・
ノ
ン
バ
ン
ク
向
け
、
長
期
貸
出
等
の
相
対
的
高
利
回
り
分
野
へ
の
シ
フ
ト
に
も
か
か
わ
ら
ず
、

④
こ
の
間
、

積
極
的
融
資
行
動
か
ら
生
じ
る
貸
出
金
利
競
争
と
金
融
緩
和
局
面
の
金
利
条
件
の
影
響
に
加
え
、
預
金
構
造
に
お
け
る
自
由
金
利
タ

イ
プ
定
期
性
預
金
へ
の
傾
斜
に
よ
る
コ
ス
ト
増
も
あ
っ
て
、
表
に
は
掲
記
し
て
い
な
い
が
、
貸
出
金
利
息
／
預
金
利
息
（
C
D
利
息

を
含
む
）
の
相
対
比
率
は
、

八
五
年
度
の
九

0
・
一
%
か
ら
八
八
年
度
八
五
・
六
%
、
八
九
年
度
七
八
・
二
%
へ
と
低
落
を
た
ど

る
。
そ
れ
を
カ
バ
ー
す
る
も
の
と
し
て
の
上
記
の
よ
う
な
株
式
売
却
益
を
中
心
と
す
る
有
価
証
券
投
資
関
連
の
収
益
の
膨
張
が
あ
っ

て
、
ま
さ
に
バ
ブ
ル
増
殖
過
程
で
の
特
徴
的
な
損
益
状
況
が
あ
ら
わ
れ
た
の
で
あ
る
（
バ
ブ
ル
崩
壊
過
程
に
入
り
、
こ
の
貸
出
金
利

息
／
預
金
利
息
比
率
は
九

0
年
度
八
七
・
三
%
、
九
一
年
度
一

O
二
・
二
%
、
九
二
年
度
コ
コ
了
一
%
と
「
正
常
化
」
す
る
。
な

ぉ
、
人
件
費
等
の
営
業
経
費
率
の
最
近
時
の
再
上
昇
は
、
こ
の
比
率
算
出
上
の
分
母
で
あ
る
預
金
・

C
D
・
債
券
の
平
均
残
高
す
な

35 

わ
ち
調
達
資
金
量
の
停
滞
が
主
因
と
み
ら
れ
る
〉
。



益構造の推移

都市銀行
85 ~」 92 9

u
 

n
w
d
 

行一銀二一Qd
一
一00
一

方二
地一

F
h
u
 

oo 

（%〉

長期信用銀行
85 I 89 I 92 

100.。100.。100.。100.。100.。100.0 100.。100.0 100.0 

56.1 49.6 60.9 66.6 6i. 8 68.1 61. 7 52. 7 53.5 

11.1 8.6 7.9 22.0 19.6 17.7 16.9 13.8 11.2 

0.6 0.2 0.5 0.6 0.3 0.3 0.9 0.1 0.4 

6.4 3.6 7.3 2.6 
2.1 2.1 

1. 8 
2.9 

5.7 1. 5 1. 1 2.0 3.1 

0. 1 0.2 0.2 0.1 0.4 0.2 0.1 0.1 0.2 

( 2.2) ( 8.1) ( 2. 2) ( 2. 2) ( 5.8) ( 2. 9) ( 3.0〕 ( 10. 5) ( 8. 5) 

100.0 100.。100.0 100.。100.。100.。100.。100.。100.0 

66.9 68.1 51. 9 64.6 59. 7 60.4 68.1 62.7 55.2 。 0. 1 。 0. 1 

0.1 0.6 0.2 0.2 
0.5 0.4 

1. 9 
0.8 

4.5 1. 5 1. 5 2.4 

0.1 0.3 0.4 0.2 0.6 0.9 0.2 0.5 0.2 

0.6 0.7 0.4 0.2 
0.2 0.1 

1.1 
0.4 

1. 4 0.5 0.9 

( 0. 8) ( 3.1) ( 2.7) ( 0. 7) ( 4. 9) ( 3. 4) ( 1. 3) ( 4. 4) ( 6. 6) 

0.1 0.8 3.0 0.5 0.5 1. 5 0.4 1. 0 1. 9 

0.1 0.1 0. 7 0.1 0.1 0.3 。 0.2 0.4 

( 0. 2) 〔 0.9) ( 3. 7) ( 0. 6) ( 0. 6) ( 1. 8) ( 0. 4) ( 1. 2) ( 2. 3) 

14.9 9.4 13.4 29.4 23.1 24.6 6.2 4.8 5.9 

8.0 4.6 6.3 18.1 13.5 13.7 2.6 2.1 2.5 

5.4 4.2 6.3 8.8 8.2 9.6 2.6 2.4 3.0 

1~:!:~ l;;t~：；割：：~:: I ~: ~~： ¥ ・7' ~~： I 2' ~~~ I矧：：；：；
2.2 8.1 2.2 2.2 5.8 2.9 3.0 10.5 8.5 

3.9 16.3 3.6 3.3 9.3 4.3 4.9 20.0 15.9 

21. 2 74.8 企 10.9 17.5 14.9 企 2.8 31. 3 110.8 78.6 

6.9 7.0 3.9 9. 1 8.5 7.2 5. 7 5.7 2.7 

0.11 0.25 1.16 0.14 0.20 0.38 。 0.44 0.66 

0.35 1. 68 5.90 0.77 0.98 2.43 0.60 2.23 4.10 

は88年度以降第2地銀を含む。
損＝株式等売却損～株式等償却
利息も含む
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① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑤ 

⑦ 

③ 

⑨＝⑦＋③ 

月価ムム： ~=~; 12:: ::! I ::: ~~~ 122, ::~ 
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⑤
業
態
別
に
み
た
場
合
、
こ
の
有
価
証
券
関
係
損
益
の
影
響
度
に
関
し
、
都
市
銀
行
に
つ
い
て
は
上
記
の
よ
う
だ
が
、
そ
れ
と
の
比

較
上
、
地
方
銀
行
で
は
相
対
的
に
小
さ
く
、
長
期
信
用
銀
行
で
は
大
き
い
こ
と
に
も
着
目
す
べ
き
と
思
わ
れ
る
。

38 

⑥
さ
ら
に
、
バ
ブ
ル
現
象
の
銀
行
損
益
面
で
の
表
れ
と
し
て
見
逃
せ
な
い
の
は
、

不
良
債
権
問
題
｜
｜
信
用
リ
ス
ク
の
拡
大
と
そ
の

現
実
化
の
側
面
で
あ
り
、
そ
れ
は
バ
ブ
ル
増
殖
期
に
潜
在
度
を
高
め
、
崩
壊
期
に
露
呈
さ
れ
る
に
い
た
る
。
同
じ
表
に
よ
っ
て
み
る

と
、
同
様
に
都
市
銀
行
の
場
合
、
八
五
年
度
、
八
九
年
度
、
九
二
年
度
の
各
決
算
時
に
、
経
常
費
用
に
占
め
る
貸
倒
引
当
金
繰
入
の

比
率
は

0
・
一
↓

0
・
八
↓
三
・
O
%
に
、
貸
出
金
償
却
の
そ
れ
は

0
・
一
↓
0
・
一
↓
0
・
七
%
と
推
移
す
る
。
こ
の
結
果
、
貸

出
金
償
却
／
貸
出
金
利
息
比
率
は

0
・
一
一
↓
0
・
二
五
↓
一
・
一
六
%
に
、
貸
倒
引
当
金
繰
入
及
び
貸
出
金
償
却
／
貸
出
金
利
息

比
率
は

0
・
三
五
↓
一
・
六
八
↓
五
・
九
O
%
と
最
近
に
な
る
ほ
ど
著
増
し
た
。
数
値
水
準
の
ち
が
い
は
あ
っ
て
も
、
こ
の
傾
向
は

地
方
銀
行
、
長
期
信
用
銀
行
な
ど
に
も
共
通
し
て
い
る
。

⑦
な
お
、
右
の
特
徴
的
な
損
益
動
向
こ
と
に
バ
ブ
ル
膨
張
局
面
で
の
株
式
等
有
価
証
券
関
係
の
収
益
へ
の
異
常
な
依
存
の
状
況
に
つ

い
て
、
八
五

1
八
九
年
度
の
限
界
ベ

l
ス
の
数
値
を
示
す
と
、
有
価
証
券
関
係
益
／
貸
出
金
利
息
は
全
国
銀
行
三
二
%
、
都
市
銀
行

三
四
%
、
地
方
銀
行
二
七
%
、
長
期
信
用
銀
行
五
八
%
で
あ
り
、
有
価
証
券
関
係
差
益
／
経
常
利
益
は
そ
れ
ぞ
れ
一
O
八
%
、

三
%
、

七
%
、
二
三
八
%
で
あ
る
。
こ
の
時
期
の
銀
行
収
益
の
バ
ブ
ル
的
収
益
へ
の
依
存
の
業
態
聞
の
差
異
が
極
め
て
鮮
明
と
い
え

る
で
あ
ろ
う
。

③
以
上
の
損
益
面
の
動
き
を
確
認
す
る
た
め
、

た
ん
に
八
五
、
八
九
、
九
二
年
度
の
三
時
点
の
ス
ポ
ッ
ト
比
較
だ
け
で
な
く
、
こ
の

聞
の
各
年
度
を
通
じ
る
連
続
的
な
時
系
列
推
移
を
、
都
市
銀
行
に
つ
い
て
図
示
し
て
み
て
も
、

上
述
の
こ
と
は
一
層
明
瞭
で
あ
る

（図
4
）
。

パ
ブ
ル
の
形
成
・
増
殖
・
崩
壊
の
全
過
程
で
の
銀
行
損
益
の
特
異
な
足
ど
り
は
こ
の
図
に
よ
っ
て
極
め
て
は
っ
き
り
と

浮
き
彫
り
に
さ
れ
る
。



図4 都市銀行の損益指標の推移
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（食倒引当金繰入＋貸出金償却）／貸出金利息

1985 86 87 88 89 90 91 92 
年度

資料（注〉：表12に同じ
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（億円，%）

長期信用銀行

89 92 85 89 92 85 89 92 

26,853 19,466 14,650 18,747 18,504 6,228 8,242 6,858 

24,410 4,974 1,405 5,170 2,801 1,083 6,211 5,098 

19,842 2,243 3,465 762 4,373 1,618 

16,191 • 1,049 1,059 1,203 .. 208 660 3,797 1,311 

494,676 497,765 195,211 312,024 347,722 87,599 144,180 147,648 

150,806 201,244 16,172 33,031 43,432 16,429 38,850 49,296 

5.43 3.91 7.50 6.01 5.32 7.11 5. 72 4.64 

4.93 1. 00 0. 72 1. 66 0.81 1. 24 4. 31 3.45 

10.36 4.91 8.22 7.67 6.13 8.35 10.03 8.09 

3.27 企0.21 0.54 0.39 企0.06 0.75 2.63 0.89 

13.16 1.11 10.49 1. 75 11. 26 3.28 

行銀方地行銀市

｛込

有
価
証
券
投
資
と
信
用
リ
ス
グ
の
損
益
面
へ
の
投

40 

影
つ
い
で
、
こ
れ
ま
で
に
述
べ
た
よ
う
な
バ
ブ
ル
期
銀
行

損
益
の
特
徴
的
な
現
象
｜
｜
有
価
証
券
投
資
採
算
の
変
転

と
、
最
近
時
点
で
の
信
用
リ
ス
ク
顕
在
化
の
収
益
圧
迫
要

因
と
し
て
の
浮
上
ー
ー
ー
に
つ
い
て
、

よ
り
立
ち
入
っ
て
検

討
し
て
み
よ
う
。

ま
ず
、
前
者
の
問
題
に
つ
い
て
。
前
項
で
は
、
損
益
項

目
自
体
に
即
し
た
分
析
を
行
っ
た
が
、
こ
れ
を
全
国
銀
行

の
業
態
別
に
、
バ
ブ
ル
形
成
初
期
八
五
年
度
、
そ
の
最
盛

期
な
い
し
末
期
の
八
九
年
度
、
崩
壊
後
最
近
時
点
の
九

年
度
の
三
時
点
比
較
で
、
有
価
証
券
関
係
損
益
を
資
金
運

用
と
し
て
の
有
価
証
券
投
資
額
と
の
相
対
比
に
お
い
て
把

握
し
て
み
る
（
表
日
）
。

償還損・償却〉

た
と
え
ば
都
市
銀
行
の
場
合
、

有
価
証
券
利
息
配
当
金
及
び
有
価
証
券
売
却
益
／
有
価
証

券
平
残
の
値
は
、
こ
の
間
、
八
・
二
↓
一

0
・
四
↓
四
・

み
ら
れ
る
よ
う
だ
が
、

九
%
と
上
昇
し
、
そ
し
て
反
落
す
る
。
な
か
で
、
中
心
を



一E
表13

介－

1T 銀一｜

国

92 

① 有価証券利息配当金 46,369 69,064 56,841 18,097 

② 有価証券売却益 6,908 44,498 18,170 3,478 

③ うち株式売却益 34,171 7,158 

④ 有価証券関 係 差 益 4,925 25,671 931 2,930 

⑤ 有 価証券平残 646,491 1,212,889 1,259,619 262,405 

⑤ う ち 株 式 115,229 277,165 366,582 64,310 

採
①／⑤ 7.17 5.69 4.51 6.90 

②／⑤ 1. 07 3.67 1. 44 1. 33 
算

（①＋②〉／⑤ 8.24 9.36 5.95 8.23 
指

④／⑤ 0.76 2.11 0.07 0.91 
標

③／⑥ 12.33 1. 95 

89 

資料：全国銀行協会連合会「全国銀行財務諸表分析」により作成

（注〉 1. 有価証券平残は，期首・期末の単純平均値

2. 有価証券関係差益＝〈有価証券売却益・償還益〉一〈有価証券売却損・

3. 「株式売却益」の上記資料掲出は88年度分よりである

な
す
株
式
売
却
益
／
株
式
平
残
比
率
は
、

八
九
年
度

－
二
%
の
高
位
か
ら
九
二
年
度
に
は
一
転
し
て
一
・
一
%

の
低
位
に
低
下
し
た
。
有
価
証
券
投
資
に
関
わ
る
ネ
ッ
ト

利
益
と
し
て
の
有
価
証
券
関
係
差
益
／
有
価
証
券
平
残
比

率
も
、

0
・
九
%
↓
三
・
三
%
へ
の
上
昇
の
あ
と
、
逆
に

門

口

）

マ
イ
ナ
ス

0
・
二
%
に
転
落
し
て
い
る
。
こ
こ
で
も
、
基

本
的
な
傾
向
は
地
方
銀
行
、
長
期
信
用
銀
行
に
も
共
通
す

る

ハ
ブ
ル
期
の
年
度
を
追
っ
て
の
、

よ
り
視
覚
的
な
変
転

の
様
相
は
グ
ラ
フ
に
よ
っ
て
、

さ
ら
に
明
確
に
と
ら
え
ら

れ
る
。
上
述
し
た
有
価
証
券
投
資
採
算
の
急
上
昇
と
急
低

下
の
足
跡
は
、
全
国
銀
行
、
都
市
銀
行
に
つ
い
て
示
し
た

こ
の
図
に
よ
っ
て
極
め
て
鮮
明
と
い
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な

ぃ
。
と
り
わ
け
、
株
式
売
却
益
／
株
式
平
残
の
シ
ャ
ー
プ

な
軌
跡
は
バ
ブ
ル
期
銀
行
収
益
の
変
転
を
象
徴
的
に
物
語

っ
て
い
る
と
い
え
よ
う
（
図
5
）。

つ
ぎ
に
、
後
者
の
信
用
リ
ス
ク
顕
在
化
の
収
益
面
へ
の

41 

影
響
に
つ
い
て
。
前
述
の
よ
う
な
銀
行
の
資
金
運
用
構
造



有価証券投資関係の収益状況図 5
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92 91 90 89 88 87 

資料，〈注〉：表13に同じ

1985年度 86



｜
｜
こ
と
に
融
資
構
造
の
変
化
は
、
そ
れ
自
体
信
用
リ
ス
ク
の
増
帽
を
内
包
す
る
も
の
で
あ
っ
た
。
内
包
さ
れ
た
リ
ス
ク
は
、
パ
ブ

ル
崩
壊
過
程
で
現
実
化
す
る
。
現
実
化
し
た
信
用
リ
ス
グ
す
な
わ
ち
銀
行
の
「
不
良
債
権
」
が
公
式
に
開
示
さ
れ
た
の
は
九
三
一
年
三
一

（

ロ

）

月
期
か
ら
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、

「
不
良
債
権
」
自
体
の
時
系
列
的
な
比
較
検
討
は
で
き
な
い
が
、
そ
の
本
年
三
月
期
に
お
け
る

主
要
銀
行
の
状
況
は
表
の
よ
う
で
あ
り
、
こ
こ
で
、
「
不
良
債
権
額
」
と
は
、
「
破
綻
先
債
権
額
」
と
「
延
滞
債
権
額
」
と
に
区
分
さ

れ
る
（
表
M
）。

こ
の
表
に
よ
り
、

①
広
義
貸
倒
引
当
金
の
う
ち
、
返
済
不
能
見
込
み
貸
出
分
を
計
上
し
た
債
権
償
却
特
別
勘
定
の
割
合
（
表
の

B
／
A
）
が
都
市
銀
行

平
均
で
五
一
・
六
%
、
長
期
信
用
銀
行
平
均
で
四
九
・
一
%
と
ほ
ぼ
半
分
に
及
ぶ
こ
と

②
「
不
良
債
権
額
」
の
な
か
で
、
完
全
に
信
用
リ
ス
ク
が
顕
在
化
し
た
「
破
綻
先
債
権
額
」
の
比
率
（
表
の

E
／
D
）
が
そ
れ
ぞ
れ

バブル期における金融機関経営の変容

一
六
・
四
%
、

一
五
・
三
%
に
達
す
る
こ
と

③
「
不
良
債
権
額
」
の
貸
出
金
に
対
す
る
比
率
（
表
の

D
／
貸
出
金
）
が
三
・
一
%
、
三
・
五
%
の
高
位
で
あ
る
こ
と

④
「
不
良
慣
権
額
」
が
当
期
の
業
務
純
益
に
対
し
（
表
の

D
／
F
）、

都
市
銀
行
で
三
・
四
倍
、

長
期
信
用
銀
で
四
・
六
倍
に
も
な

り
、
す
な
わ
ち
、
同
年
度
の
銀
行
の
業
務
か
ら
得
ら
れ
る
収
益
を
基
準
と
し
た
場
合
、

不
良
債
権
の
解
消
に
は
三

i
五
年
を
要
す
る

こ
と
、
な
ど
の
シ
リ
ア
ス
な
状
況
が
判
明
す
る
。
さ
ら
に
、
こ
の
「
不
良
賃
権
額
」
の
範
囲
が
ま
だ
限
定
的
で
あ
る
こ
と
や
、
現
在

の
景
気
後
退
の
長
期
化
・
深
刻
化
の
な
か
で
経
営
「
破
綻
」
の
融
資
対
象
が
増
え
る
可
能
性
の
あ
る
こ
と
な
ど
を
考
慮
す
れ
ば
、
信

用
リ
ス
グ
問
題
の
銀
行
経
営
ー
ー
そ
の
集
約
と
し
て
の
収
益
状
態
に
及
ぼ
す
影
響
度
は
こ
の
表
の
示
す
以
上
に
シ
リ
ア
ス
と
い
わ
ざ

る
を
得
な
い
。
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等の状況（1992年度〉

一71

、，立
9,024 3,416 53.0 13.5 0.97 3.00 305.4 20.2 

10,816 2,374 48.3 17.2 0.93 3.81 550.0 23.2 

11,649 2,714 42.6 14.1 0.81 3.70 499.9 28.2 

9,505 3,134 66.0 16.7 1. 36 3.56 364.1 15.7 

6,963 3,702 44.8 11. 2 0.88 2.30 211. 9 21. 5 

3,745 3,365 45.1 25.5 0.84 1. 58 149.3 26.3 

6,957 1,865 60.0 16.1 1. 38 4.07 444.4 23.3 

3,954 1,464 51. 4 17.8 0.89 2.32 328.8 34.1 

2,843 2,026 40.9 19.2 1. 89 3.02 173.6 10.2 

2,182 719 51. 8 22.5 0.92 2.70 391. 5 24.2 

2,894 389 59.4 19.3 1. 26 4.80 922.1 17.4 

70,532 25,168 51. 6 16.4 1. 03 3.07 335.2 22.2 

4,460 1,799 50.1 17.9 0.79 2.28 301. 9 28.8 

6,053 1,304 43. 7 15.4 0.84 3. 71 548.5 27.2 

5,160 908 54.8 12.8 1.10 5.36 651. 8 15.0 

15,673 4,011 49.1 15.3 0.89 3.48 461. 3 25.0 

民 却51 29, 1791 22.9 

当勘定

取引停止等の債務者への債権額

及び金利棚上げ債権を控除した貸出金

一般貸倒引当金繰入額，債券費及び経費などを控除したもの

44 



！で金｜暗雲 l 号！？霊｜不~：了額曙F
住 友 3,376 1,788 10,873 10,431 1,407 

D K B 3,184 1,537 13,299 13,057 2,241 

さ く ら 2,950 1,258 17,549 13,566 1,917 

富 士 4,355 2,875 9,749 11,411 1,906 

一 和 3,002 1,344 12,187 7,843 880 

一 菱 2,657 1,199 14,966 5,025 1,280 

東 海 2,817 1,690 9,211 8,288 1,331 

あ さ ひ 1,850 950 9,232 4,813 859 

東 京 2,197 899 3,845 3,517 674 

大 手口 959 497 6,105 2,815 633 

拓 銀 944 561 2,580 3,587 693 

都 銀 計 28,291 14,598 109,596 84,353 13,821 

奥 銀 1,879 941 18,666 5,432 972 

長 銀 1,616 706 12,553 7,153 1,100 

日 債 銀 1,218 668 5,306 5,918 758 

長信銀計 4,713 2,315 36,525 18,503 2,830 

都銀・長信銀計｜ 33, 004 1 16, 913 I 凶叫 叫~ 16,651 

資料：全国銀行協会連合会「全国銀行財務諸表分析」により作成

（注〉 1. 不良債権額は向上資料の平成4年度（1992年度〕決算分より公表

2. 貸倒引当金＝一般貸倒引当金十債権償却特別勘定＋特定海外債権引

＆ 上場有価証券評価損益は帳簿価額と期末時価との差額

45 

4. 破綻先債権額は会社更生，破産，和議，商法上の整理・清算，銀行

延滞債権額は利払いが6カ月以上延滞したもののうち，上記破綻先

5. 業務純益は資金運用収支，役務取引等収支及びその他業務収支から



七
お
わ
り
に
｜
｜
若
干
の
論
点
と
問
題
点

46・ 

付

論

点

以
上
、
今
回
の
バ
ブ
ル
形
成
・
増
殖
・
崩
壊
と
い
う
一
連
の
過
程
の
も
と
で
の
金
融
機
関
経
営
の
変
容
を
資
金
調
達
面
、
資
金
運

用
面
、
損
益
面
の
三
つ
の
基
本
的
視
角
か
ら
検
討
し
た
。
こ
れ
ら
を
ふ
ま
え
て
、

お
わ
り
に
若
干
の
論
点
と
問
題
点
を
指
摘
す
る
。

ま
ず
、
論
点
の
第
一
は
、
バ
ブ
ル
現
象
と
金
融
機
関
経
営
と
の
相
互
依
存
関
係
に
つ
い
て
で
あ
る
。
地
価
・
株
価
等
既
存
資
産
価

格
の
急
騰
が
そ
れ
ら
資
産
の
異
常
に
活
発
な
取
引
拡
大
を
生
み
、
そ
れ
が
金
融
機
関
経
営
の
各
側
面
に
深
く
影
響
し
た
こ
と
は
こ
れ

ま
で
に
吟
味
し
た
と
こ
ろ
だ
が
、
逆
に
ま
た
、
そ
の
よ
う
に
し
て
生
じ
た
金
融
機
関
行
動
の
変
化
ー
ー
ー
と
り
わ
け
積
極
的
な
有
価
証

券
投
資
や
各
分
野
へ
の
融
資
展
開
が
資
産
取
引
の
活
発
化
、
資
産
価
格
高
騰
に
つ
な
が
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
バ
ブ
ル
が
金
融
機
関
経

営
を
変
容
さ
せ
、
金
融
機
関
経
営
が
ま
た
パ
プ
ル
増
幅
に
作
用
し
、
か
く
て
両
者
は
相
互
依
存
的
で
あ
っ
た
の
で
あ
る
。

第
二
は
、
バ
ブ
ル
下
の
金
融
機
関
経
営
行
動
と
金
融
シ
ス
テ
ム
変
革
と
の
関
連
性
に
つ
い
て
で
あ
る
。
バ
ブ
ル
現
象
が
進
ん
だ
八

0
年
代
後
半
は
、
同
時
に
、
わ
が
国
の
金
融
シ
ス
テ
ム
の
自
由
化
・
国
際
化
・
証
券
化
等
が
本
格
的
に
進
展
し
た
時
期
で
も
あ
る
。

金
融
自
由
化
等
そ
れ
自
体
が
パ
ブ
ル
形
成
の
促
進
的
条
件
で
あ
っ
た
と
は
い
え
な
い
ま
で
も
、
つ
ぎ
の
諸
点
か
ら
の
「
関
連
性
」
は

無
視
で
き
な
い
よ
う
に
思
わ
れ
る
。

す
な
わ
ち
、
①
金
利
自
由
化
に
つ
れ
て
の
企
業
等
の
資
産
利
回
り
選
好
の
敏
感
化
が
土
地
・
株
式
な
ど
の
キ
ャ
ピ
タ
ル
ゲ
イ
ン
志

向
の
一
つ
の
素
地
を
形
成
し
、
ま
た
資
産
取
引
資
金
の
自
由
金
利
タ
イ
プ
預
金
へ
の
還
流
・
滞
留
に
つ
な
が
っ
た
、
②
業
務
自
由
化

の
潮
流
の
な
か
で
の
証
券
関
連
業
務
へ
の
接
近
の
意
図
も
銀
行
の
有
価
証
券
投
資
拡
大
と
は
無
縁
で
な
く
、
③
金
融
自
由
化
の
「
環

境
整
備
」
の
中
核
と
し
て
の
自
己
資
本
比
率
向
上
の
要
請
と
く
に

B
I
S
規
制
の
登
場
は
、
銀
行
自
身
の
エ
ク
イ
テ
ィ
・
フ
ァ
イ
ナ



ン
ス
の
盛
行
と
有
価
証
券
キ
ャ
ピ
タ
ル
ゲ
イ
ン
へ
の
関
心
の
高
ま
り
（
B
I
S
規
制
上
、
有
価
証
券
含
み
益
の
四
五
%
が
自
己
資
本

に
算
入
可
能
）
に
つ
な
が
っ
て
、
バ
ブ
ル
現
象
と
一
定
の
関
連
を
も
ち
、
④
自
由
化
進
展
下
の
調
達
コ
ス
ト
増
大
へ
の
対
応
、
自
己

資
本
充
実
の
一
方
策
と
し
て
の
収
益
留
保
拡
大
の
要
請
、
他
行
と
の
競
争
激
化
に
よ
る
顧
客
取
引
基
盤
の
強
化
推
進
な
ど
も
、
銀

行
の
不
動
産
業
・
ノ
ン
バ
ン
ク
向
け
や
不
動
産
担
保
貸
出
等
の
バ
ブ
ル
的
な
融
資
展
開
の
一
背
景
を
な
し
た
、
な
ど
の
諸
点
で
あ

る

ハ
路
）

こ
の
論
点
に
関
し
、
本
年
度
の
経
済
白
書
が
諸
外
国
の
バ
ブ
ル
発
生
状
況
を
と
り
あ
げ
、

「
こ
う
し
た
資
産
価
格
上
昇
の
背
景
に

は
、
そ
れ
ぞ
れ
様
々
な
事
情
が
影
響
し
て
い
る
が
、
そ
の
中
で
共
通
し
て
み
ら
れ
る
の
が
金
融
機
関
の
融
資
姿
勢
の
積
極
化
で
あ

る
。
こ
れ
は
基
本
的
に
は
世
界
的
な
金
融
緩
和
の
持
続
が
影
響
し
て
い
る
も
の
と
見
ら
れ
る
が
、
い
く
つ
か
の
国
で
は
、
こ
の
時
期

パプJレ期における金融機関経営の変容

の
金
融
自
由
化
が
こ
う
し
た
金
融
機
関
行
動
に
影
響
し
て
い
た
可
能
性
が
あ
る
」
と
指
摘
し
て
い
る
こ
と
は
示
唆
的
で
あ
ろ
う
。

第
三
は
、
バ
ブ
ル
発
生
・
増
殖
と
そ
れ
と
の
相
互
依
存
関
係
に
あ
る
金
融
機
関
行
動
の
「
再
燃
」
の
可
能
性
に
つ
い
て
で
あ
る
。

今
回
の
バ
ブ
ル
現
象
を
も
た
ら
し
た
基
本
的
な
背
景
・
要
因
は
二
で
略
述
し
た
と
お
り
で
、

一
過
性
的
側
面
が
強
い
か
も
し
れ
な

ぃ
。
だ
が
、
バ
ブ
ル
拡
大
過
程
で
の
金
融
機
関
行
動
が
自
ら
の
ビ
ジ
ネ
ス
チ
ャ
ン
ス
の
追
求
と
い
う
企
業
体
と
し
て
の
一
定
の
合
理

性
に
根
ざ
し
て
い
る
こ
と
も
否
め
な
い
。
ま
た
、
パ
ブ
ル
的
な
地
価
・
株
価
高
騰
は
七
二

t
七
三
年
頃
の
狂
乱
イ
ン
フ
レ
・
列
島
改

造
ブ
l
ム
期
に
も
発
生
し
、
当
時
、
金
融
機
関
の
「
社
会
的
責
任
」
が
強
調
さ
れ
た
こ
と
は
記
憶
に
新
し
い
。
だ
が
今
回
、

「
社
会

的
責
任
」
は
遠
く
忘
れ
去
ら
れ
た
か
の
如
き
金
融
機
関
行
動
が
生
じ
た
。
加
え
て
、
右
に
触
れ
た
よ
う
な
欧
米
諸
国
に
お
け
る
バ
ブ

ル
と
金
融
機
関
融
資
姿
勢
と
の
相
関
関
係
も
注
意
さ
れ
る
。
も
と
よ
り
、
判
断
は
容
易
で
は
な
い
が
、
こ
の
よ
う
な
時
系
列
上
の
経

「
再
燃
」
の
可
能
性
を
否
定
し
き
れ
な
い
よ
う
に
思
わ
れ
る
。

験
、
国
際
的
な
横
断
比
較
か
ら
も
、
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∞

問

題

点

つ
い
で
、
問
題
点
の
検
討
に
移
る
が
、
こ
れ
を
、
企
業
体
と
し
て
の
金
融
機
関
経
営
と
、
金
融
機
関
の
本
質
的
機
能
と
の
二
つ
の

48 

側
面
に
分
け
て
み
る
。

ま
ず
、
前
者
の
側
面
か
ら
の
問
題
点
と
し
て
は
、
第
一
に
、
諸
金
融
リ
ス
ク
の
発
生
と
増
幅
が
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
①
株
式
を
中

心
と
す
る
有
価
証
券
投
資
へ
の
傾
斜
に
よ
る
価
格
変
動
リ
ス
ク
、
②
預
金
の
短
期
化
・
ホ
ッ
ト
マ
ネ
l
化
及
び
調
達
・
運
用
の
期
間

ミ
ス
マ
ッ
チ
、
融
資
面
で
の
当
座
貸
越
増
大
な
ど
に
よ
る
流
動
性
リ
ス
ク
、
金
利
変
動
リ
ス
ク
、
③
担
保
の
不
動
産
・
有
価
証
券
依

存
に
よ
る
信
用
リ
ス
ク
（
担
保
価
値
急
落
の
可
能
性
）
、

④
貸
出
の
長
期
化
や
中
小
企
業
・
個
人
分
野
さ
ら
に
は
不
動
産
業
・
ノ
ン

パ
ン
グ
等
へ
の
積
極
的
融
資
展
開
の
も
た
ら
す
信
用
リ
ス
ク
、
⑤
銀
行
全
体
あ
る
い
は
営
業
店
レ
ベ
ル
の
ト
ッ
。
フ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に

関
わ
る
も
の
と
し
て
、
金
融
シ
ス
テ
ム
変
革
と
並
進
し
た
バ
ブ
ル
過
程
で
の
戦
略
・
方
針
設
定
上
の
経
営
リ
ス
グ
等
々
、
こ
の
時
期

に
お
け
る
諸
リ
ス
ク
の
増
加
は
い
ち
じ
る
し
い
。

な
か
で
も
、
バ
ブ
ル
増
殖
期
に
潜
在
的
に
蓄
積
さ
れ
た
信
用
リ
ス
ク
が
現
在
、
顕
在
化
し
て
「
不
良
債
権
」
問
題
と
な
っ
て
、
金

融
界
自
体
の
み
な
ら
ず
、
経
済
社
会
全
体
に
大
き
く
波
及
す
る
問
題
点
と
な
っ
て
い
る
こ
と
は
周
知
で
あ
る
。

リ
ス
ク
・
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
の
再
構
築
が
金
融
機
関
共
通
の
重
要
課
題
と
な
っ
て
い
る
こ
と
も
い
う
ま
で
も
な
い
で
あ
ろ
う
。

第
二
に
、

右
と
密
接
に
関
連
し
て
、

バ
ブ
ル
崩
壊
後
の
金
融
機
関
の
資
金
調
達
・
運
用
行
動
の
シ
ュ
リ
ン
ク
が
あ
る
。

こ
れ
に

は
、
九
一
年
春
以
降
の
景
気
後
退
の
長
期
化
・
深
刻
化
に
伴
う
資
金
需
要
の
低
迷
、

B
I
S
規
制
下
の
「
分
母
対
策
」

の
抑
制
）
な
ど
も
重
要
な
要
因
と
し
て
作
用
し
て
い
る
が
、
同
時
に
バ
ブ
ル
最
盛
期
の
自
ら
の
経
営
行
動
へ
の
反
省
・
反
動
の
作
用

（
資
産
拡
大

も
見
逃
せ
な
い
。

い
う
ま
で
も
な
く
、
営
業
活
動
の
シ
ュ
リ
ン
ク
と
は
、

ゴ

l
イ
ン
グ
コ
ン
サ
l
ン
と
し
て
の
企
業
体
に
と
っ
て
の

本
質
的
な
問
題
点
の
一
つ
で
あ
る
。



第
三
に
、
収
益
基
盤
の
弱
体
化
が
指
摘
さ
れ
る
。
前
に
み
た
よ
う
に
、
伝
統
的
・
本
来
的
な
収
益
源
泉
と
し
て
の
貸
出
金
利
息
／

預
金
利
息
比
率
の
パ
ブ
ル
増
殖
局
面
で
の
低
落
の
あ
と
、
同
比
率
は
最
近
に
な
っ
て
反
転
再
上
昇
に
向
か
っ
て
は
い
る
。
し
か
し
、

上
述
の
調
達
・
運
用
量
自
体
の
停
滞
に
よ
り
、
こ
の
本
来
的
な
収
益
基
盤
が
弱
ま
っ
て
い
る
こ
と
は
否
め
な
い
。
さ
ら
に
、
バ
ブ
ル

崩
壊
後
の
有
価
証
券
投
資
採
算
の
悪
化
が
あ
り
、
加
え
て
、
信
用
リ
ス
ク
顕
在
化
｜
｜
不
良
債
権
の
膨
張
に
起
因
す
る
貸
倒
引
当
金

繰
入
及
び
貸
出
金
償
却
の
増
加
の
圧
迫
が
あ
る
。
こ
と
に
、
後
者
に
つ
い
て
は
、
こ
こ
暫
ら
く
の
問
、
基
調
的
な
銀
行
収
益
抑
制
要

因
と
し
て
作
用
し
続
け
る
で
あ
ろ
う
。

つ
い
で
、
金
融
機
関
の
本
質
的
機
能
の
側
面
か
ら
の
い
く
つ
か
の
問
題
点
が
あ
げ
ら
れ
る
。
そ
の
第
一
は
金
融
仲
介
機
能
に
関
し

て
で
あ
っ
て
、
①
上
述
の
調
達
・
運
用
の
期
間
ミ
ス
マ
ッ
チ
の
極
端
な
増
大
、
②
有
価
証
券
投
資
と
貸
出
と
の
配
分
の
ア
ン
バ
ラ
ン

ス
の
発
生
と
そ
の
急
収
縮
、
③
預
金
面
の
ホ
ッ
ト
マ
ネ
1
化
と
運
用
面
の
リ
ス
ク
資
産
へ
の
傾
斜
ひ
い
て
は
資
金
配
分
・
資
源
配
分

バブル期における金融機関経営の変容

の
偏
り
な
ど
の
現
象
は
、
こ
の
金
融
仲
介
機
能
の
あ
り
方
に
つ
い
て
の
問
題
点
と
い
え
よ
う
。

第
二
は
、
信
用
創
造
機
能
に
関
わ
る
問
題
で
あ
る
。
バ
ブ
ル
形
成
・
増
殖
過
程
で
の
金
融
機
関
経
営
の
特
徴
的
な
す
が
た
が
ア
グ

レ
ッ
シ
ブ
な
与
信
行
動
す
な
わ
ち
信
用
創
造
行
動
に
あ
っ
た
こ
と
は
既
述
し
た
が
、
と
り
わ
け
、
そ
の
特
定
分
野
・
特
定
業
種
へ
の

集
中
は
、
市
場
原
理
に
基
く
合
理
的
行
動
と
の
み
は
い
い
き
れ
な
い
。
た
と
え
ば
、
政
策
的
・
行
政
的
な
対
応
と
し
て
の
不
動
産
業

向
け
融
資
の
「
総
量
規
制
」
も
金
融
政
策
上
の
一
種
の
病
理
現
象
と
い
え
る
か
も
し
れ
な
い
。
さ
ら
に
ま
た
、
こ
う
し
た
信
用
創
造

行
動
の
結
果
が
信
用
リ
ス
ク
の
広
汎
な
顕
在
化
を
生
み
、
そ
れ
が
金
融
機
関
自
身
の
資
産
価
値
へ
の
信
認
の
動
揺
に
つ
な
が
る
と
す

れ
ば
、
間
接
金
融
に
本
来
的
な
リ
ス
ク
変
換
機
能
（
最
終
的
貸
手
に
と
っ
て
最
終
的
借
手
へ
の
信
用
リ
ス
ク
が
相
対
的
に
安
全
な
金

融
機
関
へ
の
信
用
リ
ス
ク
に
変
換
）
に
つ
い
て
も
、

一
定
の
問
題
を
投
げ
か
け
る
こ
と
に
な
ろ
う
。

第
三
は
、
決
済
機
能
と
の
関
連
に
つ
い
て
で
あ
る
。
各
経
済
主
体
の
債
権
・
債
務
の
決
済
に
闘
し
、
金
融
機
関
が
現
金
通
貨
に
と
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ど
ま
ら
ず
、
自
ら
の
債
務
で
あ
る
預
金
通
貨
あ
る
い
は
準
通
貨
と
い
う
マ
ネ
ー
の
提
供
を
通
じ
、

ま
た
国
内
外
の
金
融
機
関
相
互
間
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の
為
替
・
振
替
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
通
じ
て
ク
リ
テ
ィ
カ
ル
な
役
割
を
果
し
て
い
る
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
。
こ
の
場
合
、
右
に
も

触
れ
た
よ
う
に
バ
ブ
ル
過
程
で
、
あ
る
金
融
機
関
の
資
産
価
値
の
健
全
性
が
損
わ
れ
、
そ
の
マ
ネ
ー
へ
の
信
認
動
揺
が
蓄
積
さ
れ
、

顕
在
化
す
る
と
す
れ
ば
、
そ
れ
は
決
済
シ
ス
テ
ム
の
リ
ン
ケ
ー
ジ
の
「
弱
い
一
環
」
の
問
題
の
波
及
｜
｜
す
な
わ
ち
、

シ
ス
テ
ミ
y

ク
リ
ス
グ
に
つ
な
が
り
か
ね
な
い
こ
と
に
も
留
意
を
要
し
よ
う
。

企
業
体
と
し
て
の
側
面
、
機
能
上
の
側
面
の
双
方
に
つ
い
て
、
今
日
の
金
融
機
関
は
、
金
融
秩
序
・
信
用
秩
序
の
担
い
手
と
し
て

の
「
保
守
性
」
の
要
請
と
、
自
由
化
・
国
際
化
等
の
金
融
シ
ス
テ
ム
の
抜
本
的
変
革
の
担
い
手
と
し
て
の
「
革
新
性
」
の
要
請
と
の

両
立
と
い
う
困
難
な
課
題
に
直
面
し
て
い
る
。
こ
の
間
の
矛
盾
が
異
常
な
か
た
ち
で
浮
き
彫
り
に
さ
れ
た
の
が
今
回
バ
ブ
ル
期
の
経

「
変
ら
ざ
る
も
の
」
と
「
変
る

験
で
あ
っ
た
が
、
バ
ブ
ル
崩
壊
後
の
現
在
、
こ
の
基
本
的
な
課
題
が
解
消
さ
れ
た
わ
け
で
は
な
い
。

も
の
」
と
へ
の
適
切
な
対
処
は
、
金
融
機
関
自
身
と
政
策
・
行
政
当
局
の
い
ず
れ
に
も
残
さ
れ
て
い
る
と
思
わ
れ
る
。

ハ
九
三
年
十
月
稿
〉

（

1
〉
経
済
企
画
庁
『
平
成
五
年
版
経
済
白
書
』
一
九
九
三
年
、
大
蔵
省
印
刷
局
、
一
二
三
具
。

（

2
）
パ
プ
ル
過
程
の
サ
ー
ベ
イ
に
関
す
る
資
料
は
極
め
て
多
い
が
、
と
り
あ
え
ず
、
『
平
成
五
年
版
経
済
白
書
』
第
二
章
、
井
上
裕
『
バ
ブ
ル

形
成
と
崩
壊
過
程
に
お
け
る
「
格
差
」
の
検
討
』
一
九
九
三
年
、
専
修
大
学
経
営
研
究
所
報
第
一

O
七
号
を
参
照
。

（

3
〉
た
と
え
ば
、
翁
邦
雄
『
期
待
と
投
機
の
経
済
分
析
』
一
九
八
八
年
、
東
洋
経
済
新
報
社
、
一
七
頁
の
「
自
己
実
現
的
な
投
機
の
過
程
自
体

は
。
バ
ブ
ル
現
象
4

と
呼
び
、
バ
ブ
ル
と
い
う
用
語
は
主
と
し
て
、
そ
の
結
果
と
し
て
の
グ
資
産
価
格
の
フ
ァ
ン
ダ
メ
ン
タ
ル
ズ
か
ら
の
君
離

幅
。
を
指
す
」
。

（

4
）
当
時
の
「
一
般
物
価
」
状
況
の
指
標
と
し
て
、
総
合
卸
売
物
価
指
数
の
前
年
比
上
昇
率
は
八
四
年
末

0
・一

Mm、
八
五
年
末
企
二
・
三

Mm、
八
六
年
末
企
五
・
八
Mm、
八
七
年
末
O
%、
八
八
年
末
企
一
・

O
%、
八
九
年
末
二
・
六
Mm、
九
O
年
末
一
・
九
Mm、
九
一
年
末
企

0
・



一
・
九
%
、

A
0
・三Mm、

0
・
八
%
、

パフツレ期における金融機関経営の変容

四
M
m
、
九
二
年
末
A
一
・
O
%
、
全
国
消
費
者
物
価
指
数
に
つ
い
て
は
そ
れ
ぞ
れ
二
・
六
M
m
、

O
M
m
、
二
・
六
M
m
、
三
・
八
%
、
二
・
七
%
、
一
・
二
%
と
い
う
推
移
で
あ
る
。

（
5
）
『
平
成
五
年
版
経
済
白
書
』
一
一
四

t
一
一
六
頁
。

（6
）
公
定
歩
合
の
推
移
を
み
る
と
、
八
O
年
八
月
に
九
・
O
%
か
ら
八
・
二
五
%
、
以
降
、
連
続
的
に
引
き
下
げ
ら
れ
て
八
七
年
二
月
二
・
五

M
m
と
最
低
水
準
に
達
し
た
後
、
八
九
年
五
月
に
三
・
二
五
M
m
に
引
き
上
げ
ら
れ
た
。
す
な
わ
ち
、
八

0
年
代
は
通
観
し
て
異
例
長
期
の
金
融
緩

和
の
時
期
で
あ
る
。

ハ
7
〉
こ
こ
で
の
「
金
融
機
関
」
と
は
、
国
民
経
済
計
算
上
の
五
つ
の
制
度
部
門
｜
｜
非
金
融
法
人
企
業
、
金
融
機
関
、
一
般
政
府
、
対
家
計
民

間
非
営
利
団
体
、
家
計
｜
｜
の
中
の
そ
れ
で
あ
っ
て
、
中
央
銀
行
、
公
的
金
融
機
関
、
民
間
金
融
機
関
よ
り
構
成
さ
れ
て
い
る
。
本
表
は
「
制

度
部
門
別
資
本
調
達
勘
定
」
に
よ
る
も
の
で
、
「
金
融
機
関
」
と
し
て
一
括
計
上
さ
れ
て
い
る
が
、
主
体
は
民
間
金
融
機
関
と
み
て
大
過
な
い

と
思
わ
れ
る
。

〈

8
）
経
済
企
画
庁
『
国
民
経
済
計
算
年
報
・
平
成
五
年
版
』
一
九
九
三
年
、
大
蔵
省
印
刷
局
、
五
八
O
｜
五
八
二
貝
。
「
調
整
勘
定
」
は
国
民

経
済
計
算
上
の
貸
借
対
照
表
勘
定
と
資
本
調
達
勘
定
と
の
評
価
方
法
や
概
念
の
相
違
を
調
整
す
る
勘
定
で
、
「
こ
れ
（
調
整
勘
定
〉
に
よ
り
、

期
首
と
期
末
の
聞
の
実
現
お
よ
び
未
実
現
の
キ
ャ
ピ
タ
ル
ゲ
イ
ン
お
よ
び
キ
ャ
ピ
タ
ル
戸
ス
の
大
部
分
が
説
明
さ
れ
る
」
。

（9
〉

八

0
年
代
後
半
以
降
に
焦
点
を
合
わ
せ
た
銀
行
経
営
状
況
の
概
観
に
つ
い
て
は
、
井
上
裕
「
銀
行
を
め
ぐ
る
経
営
環
境
の
変
化
と
対
応
」

『
国
際
化
す
る
日
本
金
融
』
一
九
九
二
年
、
時
潮
社
、
第
二
章
を
参
照
。

（
叩
〉
た
と
え
ば
、
八
五
年
十
月
創
設
の
大
口
の
自
由
金
利
定
期
預
金
の
預
入
期
間
は
当
初
三
カ
月

t
二
年
だ
っ
た
が
、
八
七
年
四
月
に
は
一
カ

月

t
二
年
、
九
一
年
十
一
月
に
は
一
カ
月
J
一
一
一
年
と
範
囲
が
弾
力
化
さ
れ
て
い
る
。

（
U
〉
九
二
年
度
の
有
価
証
券
売
却
益
低
落
に
関
し
て
は
、
九
二
年
八
月
の
大
蔵
省
「
金
融
行
政
の
当
面
の
運
営
方
針
」
な
ど
に
よ
り
、
こ
の
時

期
の
株
価
低
迷
対
応
策
の
一
環
と
し
て
、
金
融
機
関
の
株
式
売
却
に
よ
る
「
益
出
し
」
が
抑
制
さ
れ
た
こ
と
も
影
響
し
て
い
る
が
、
そ
れ
自
体

が
バ
ブ
ル
崩
壊
に
よ
る
銀
行
の
株
式
等
の
有
価
証
券
投
資
関
係
の
採
算
の
基
調
的
な
悪
化
の
所
産
で
あ
る
と
い
え
る
。

（
四
）
不
良
債
権
の
開
示
の
経
緯
に
つ
い
て
記
す
と
、
九
二
年
十
二
月
に
金
融
制
度
調
査
会
・
金
融
機
関
の
デ
ィ
ス
ク
ロ
l
ジ
ャ
ー
に
関
す
る
作

業
部
会
に
よ
り
「
金
融
機
関
の
資
産
の
健
全
性
に
関
す
る
情
報
開
示
に
つ
い
て
」
の
中
間
報
告
。
こ
れ
ら
を
受
け
、
全
銀
協
で
は
同
年
一
月
よ

り
不
良
債
権
開
示
の
具
体
案
の
検
討
を
開
始
し
て
い
た
が
、
九
二
年
度
（
九
三
年
三
月
期
決
算
）
よ
り
破
綻
先
債
権
額
（
す
べ
て
の
銀
行
が
開
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示
）
と
延
滞
債
権
額
（
都
銀
・
長
信
銀
・
信
託
銀
が
開
示
）
よ
り
実
施
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。
九
三
年
三
月
期
の
全
国
銀
行
破
綻
先
債
権
額
は

銀
行
勘
定
二
兆
七
、
九
五
九
億
円
、
信
託
勘
定
一
、
一
七
四
億
円
、
延
滞
債
権
額
は
各
九
兆
八
、
八
九
三
億
円
、
九
、
三
二
八
億
円
で
あ
る
。

（
臼
）
『
平
成
五
年
版
経
済
白
書
』
一
四
三
頁
。

（
日
）
こ
の
点
に
つ
き
、
日
銀
企
画
局
企
画
課
長
白
川
方
明
「
第
七
次
公
定
歩
合
の
引
き
下
げ
に
つ
い
て
」
『
週
刊
金
融
財
政
事
情
』
九
三
年
十

月
四
日
号
、
一
四

t
一
六
頁
参
照
。
「
未
曽
有
の
低
金
利
が
景
気
回
復
と
い
う
本
来
の
趣
旨
と
は
別
に
、
将
来
パ
ブ
ル
の
発
生
等
な
ん
ら
か
の

副
作
用
を
生
み
出
す
リ
ス
ク
が
ま
っ
た
く
な
い
と
は
い
い
き
れ
な
い
」
o
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